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1 適用範囲 

この基準は高圧ガス保安法の特定設備検査規則（以下「規則」という。）の適用を受ける特定

設備で横断面が長方形の胴又は長円形の胴（胴中心を通る仕切り板又は隔壁を有する円形胴を含

む。以下これらを「非円形胴」という。）を有する圧力容器及び耐圧部の材料、設計、工作、試

験及び検査に適用する。その適用方法及び非円形胴の範囲は、次の a)及び b)による。 

なお、a)の例示基準とは、適用法規則に関連する技術上の基準をいう。高圧ガス保安法適用の

特定設備にあっては「特定設備検査規則の機能性基準の運用について」（令和元年 6 月 14 日付け

20190606 保局第 9 号）の別表第 2（詳細基準の例示）に示される例示基準、別添 1「特定設備の

技術基準の解釈」及び別添 7「第二種特定設備の技術基準の解釈」をいう。 

a) 適用方法に関しては、規則に規定がある場合は、それに従う。また、この基準に規定がな

い項目については例示基準の規定に従うものとする。

b) 非円形胴の範囲は胴板、強め材、仕切り板、ステー、胴フランジ、ノズルなどによって構

成される。

2 引用規格 

次に掲げる規格は、この基準に引用されることによって、この基準の一部を構成する。

JIS B 0190 (2010) 圧力容器の構造に関する共通用語

JIS B 8265 (2017) 圧力容器の構造－一般事項

JIS B 8266 (2003) (追補 1:2006) 圧力容器の構造－特定規格 

JIS B 8267 (2015) 圧力容器の設計

JIS B 8280 (2003) 非円形胴の圧力容器

3 用語の意味 

この基準で用いる主な用語の意味は、次の a)～j)による。 

その他、この基準で用いる主な用語の定義は、例示基準及び JIS B 0190 による。 

また、この基準の図、計算式等に使用される記号で説明のないものは、JIS B 8280 による。 

a) 最小必要厚さ

対象としている非円形胴の応力計算式において、非円形胴、仕切り板など各部に発生する膜

応力及び膜応力と曲げ応力の合成応力のいずれもそれぞれの許容応力以下になる最小厚さと

して算出。

b) 膜応力

対象とする断面の垂直応力の平均値

c) 上板

長方形又は長円形断面をした胴の上側の胴板。（図 1 を参照）

d) 下板

長方形又は長円形断面をした胴の下側の胴板。（図 1 を参照）

e) 側板

長方形又は長円形断面をした胴の左右の胴板。（図 1 を参照）
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例：空冷式熱交換器の角形ヘッダーの管板、プラグ板

f) 端末平ふた板

非円形胴（筒）の長手方向端部の閉止板。（図 1 を参照）

g) ステー

胴板の補強のために取り付けるステーで板ステーとする。 空冷式熱交換器のヘッダーの仕

切り板で補強板の機能を持たせるものを含む。ここでいうステー及び上記の仕切り板は圧力の

かかる隔壁とならない構造とする。

h) 隔壁

圧力差のある、すなわち圧力の作用する仕切り板をいう。

i) 角形胴フランジ

角形胴及び半円筒胴に取り付ける角形のフランジで胴板（例：胴ふた板、管板等）をボルト

締めにて取り付けるためのもの。（図 5 及び図 7 を参照） 

j) 長円形胴フランジ

長円形胴の端部に取り付ける長円形のフランジで胴板、閉止板（例：端末ふた板等）等をボ

ルト締めにて取り付けるためのもの。（図 6 を参照）

図 1 各部の名称

4 材料 

非円形胴の構造を有する圧力容器に使用する材料は、規則及び例示基準の規定による。

5 非円形胴の形状

5.1 非円形胴の横断面が長方形の胴

非円形胴の横断面が長方形の胴を有する形状であるものは、次の a)～i)による。 

なお、この基準で、形状の説明に使用している長辺側とは、一般的な縦長の長方形断面の表し

方に対して呼んでいるもので、短辺側にステーが設置される構造であってもよい。
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a) ステーなし長方形①

図 2 a)に示す形状で向かい合う板の厚さが同じ場合。

b) ステーなし長方形②

図 2 b)に示す形状で向かい合う側板の厚さが異なる場合。（板、下板の厚さは同じ）

c) ステーあり長方形①

図 2 c)に示す形状でステー1 組を長辺側が等間隔になるように配置する場合。

d) ステーあり長方形②

図 2 d)に示す形状でステー2 組を長辺側が等間隔になるように配置する場合。

e) ステーあり長方形③

図 2 e)に示す形状でステー1 組を設置するが、長辺側が等間隔にならない場合。

f) ステーあり長方形④

図 2 f)に示す形状でステー2 組を中心線に対称に設置するが、長辺側が等間隔にならな

い場合。

g) ステーあり長方形⑤

図 2 g)に示す形状でステー2 組以上を設置するが、長辺側が等間隔にならない場合。

h) 全てのコーナーに丸みを持つ長方形

図 2 h)に示す形状で、全てのコーナーに丸みを持ち板の厚さが全て同じ場合。

i) 2 つのコーナーに丸みを持つ長方形

図 2 i)に示す形状で、丸みを持つコーナーを形成する板の厚さが同じ場合。

5.2 非円形胴の横断面が長円形の胴

非円形胴の横断面が長円形の胴を有する形状であるものは、次の a)及び b)による。 

a) ステーなし長円形

図 3 a)に示す形状で、相対する胴板及び上下の半円筒部がそれぞれ同じ板厚を持つ場

合。

b) ステーあり長円形

図 3 b)に示す形状で、ステーなし長円形に長径を 2 等分するようにステーを配置する

場合。

5.3 仕切り板で 2 等分される円筒胴

仕切り板で 2 等分される円筒胴を有する形状であるものは、次の a)及び b)による。 

a) 仕切り板で 2 等分される円筒胴

図 4 に示す形状で、円の中心を通る仕切り板で 2 等分される円筒胴で、二つの仕切り

室の圧力が等しい場合。

b) 隔壁で 2 等分される円筒胴

図 4 に示す形状で、円の中心を通る隔壁で 2 等分される円筒胴で、二つの仕切り室の

圧力が等しくない場合。
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5.4 フランジ付非円形胴

フランジ付非円形胴を有する形状であるものは、次の a)～c)による。

a) フランジ付角形胴

図 5 に示す形状で、長方形断面の一辺がボルト締めフランジ付ふた板構造となってい

る場合。

b) フランジ付長円形胴

図 6 に示す形状で、長円形胴の片側がボルト締め長円形フランジ構造となっている場

合。

c) フランジ付半円筒胴

図 7 に示す形状で、半円筒胴の端部がフランジ構造となっている場合。

5.5  ねじ植込式ボルト締めふた板付角形胴

図 8 に示す形状で、長方形断面の片側が胴板への植込みボルトによって取り付けられるふ

た板をもつ構造となっている場合。
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図 2 非円形胴の横断面が長方形の胴 a)～f) 

書面投票用

案



KHKS 0221 (2021) 

- 6 -
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。

図 2 非円形胴の横断面が長方形の胴 g)～i) 

図 3 非円形胴の横断面が長円形の胴 
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図 4 円の中心を通る仕切り板（又は隔壁）を持つ円筒胴 

    

図 5 フランジ付角形胴       図 6 フランジ付長円形胴 

図 7 フランジ付半円筒胴 図 8 ねじ植込式ボルト締めふた板付角形胴
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6 設計 

6.1 設計一般 

6.1.1 設計荷重 

この基準の応力計算及びその評価に考慮している設計荷重は圧力荷重のみである。容

器自重、運転荷重（その他の付加荷重含む。以下同じ。）、熱応力、繰返し荷重、衝撃

荷重等の圧力荷重以外の荷重については必要に応じ設計に考慮すること。 

 

6.1.2 許容応力 

圧力によって生じる応力に対する許容応力は、次の a)及び b)による。 

6.2～6.7 及び 6.9.1 に規定する計算により得られた各部の発生応力は、上記の許容応力

以下でなければならない。なお、オーステナイト系ステンレス鋼鋼材に対して、二つの

許容引張応力値が示されている場合、フランジ、管板、プラグ板及びその他ひずみが大

きく影響するものの設計には、これらの高い方の値を用いてはならない。 

a) 膜応力に対する許容応力 

膜応力に対する許容応力は例示基準に定める材料の許容引張応力とする。 

b) 膜応力と曲げ応力との合成応力に対する許容応力 

膜応力と曲げ応力との合成応力に対する許容応力は例示基準に定める材料の許容引張

応力の 1.5 倍の値とする。 

 

6.1.3 最小厚さ 

非円形胴の耐圧部に使用する板の腐れ代を除いた厚さは、次の a)～c)に規定する最小厚

さ以上でなければならない。 

a) 炭素鋼及び低合金鋼を使用する胴板及びステーについては、6 mm 

b) 高合金鋼及び非鉄金属を使用する胴板及びステーについては、3 mm 

c) 側板を管板として使用する場合の側板については、16 mm 

ただし、伝熱管を拡管によって取付ける場合の管板の最小厚さは、上記の厚さ以上で、

かつ例示基準 23 条第 2 号の表右欄に示す厚さ以上とする。 

 

6.1.4 腐れ代 

腐れ又は摩耗が予想される非円形胴の耐圧部分の厚さについては、計算厚さに腐れ代

（摩耗代も含む）を加えた厚さ以上とする。なお、この基準における強度評価は腐れ代

を除いた厚さに対して行うこと。 

 

6.1.5 溶接継手の効率 

7 に示す非円形胴を形成する各耐圧部の溶接継手の継手効率は、次の a)～e)による。 

a) 胴の長手継手及び胴コーナー部の上板又は下板と側板の長手方向角継手の溶接継手効

率は、放射線透過試験の割合によって表 1 の値とする。ただし、溶接は 7.2 a)及び b)

の規定による。 
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表 1 溶接継手効率 

設備の種類 
放射線透過試験の割合 

100% スポット 行わない 

第 1 種特定設備 1.00 0.95 0.70 

第 2 種特定設備 1.00 0.85 0.70 

 

注 1 設備の種類については、特定設備検査規則の定めるところによる。 

注 2 第 1 種特定設備における放射線透過試験の割合のスポットについては、20%以上

とする。第 2 種特定設備における放射線透過試験の割合のスポットについては、例

示基準-別添 7 の部分スポットに関する規定による。 

 

b) ステーと側板との溶接継手（完全溶込み溶接）の継手効率は、両側溶接又はこれと同

等以上とみなされる片側溶接の場合には 0.7、片側溶接の場合には 0.6 とする。溶接部の

形状及び寸法は、7.2 c)による。なお、同等以上とみなされる片側溶接とは、例示基準 1

3 条に掲げる表の備考 1 による。 

c) 端末平ふた板と非円形胴との溶接に対する継手効率は、1.0 としてよい。ただし、溶接

は 7.2 d)による。 

d) 角形胴フランジ及び長円形胴フランジと胴板の長手継手を A 継手とする場合（例：一

体型ハブ付フランジ）の溶接継手効率は、放射線透過試験の割合によって表 1 の値とす

る。ただし、溶接は 7.2 e)1)の規定による。また C 継手とする場合の溶接継手効率は、1.

0 としてよい。ただし、溶接部の形状、寸法及び非破壊試験は、7.2 e)2)の規定による。 

e) 非円形胴の耐圧部分の溶接継手で、a)～d)以外の溶接継手に対する継手効率は、例示

基準による。 

 

6.1.6 リガメント効率 

非円形胴の胴板及び板ステーに多数の穴のある場合（例：管板、プラグ板）のリガメ

ント効率は、次の a)及び b)による。なお、穴がねじ穴の場合の穴径は、ねじの有効径と

する。 

a) 同径穴の板のリガメント効率 

膜応力及び曲げ応力に対するリガメント効率は、JIS B 8280 の 7.1 c) 1)の計算式に

よる。 

b) 段付丸穴のある板のリガメント効率 

非円形胴の胴板に図 9 に示すような段付きの丸穴が多数ある場合の膜応力及び曲げ

応力に対するリガメント効率は、次の 1)及び 2)による。 

1) 膜応力に対するリガメント効率は、JIS B 8280 の 7.1 c) 2.1)の計算式による。 

2) 曲げ応力に対するリガメント効率は、JIS B 8280 の 7.1 c) 2.2)の計算式による。 
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図 9 段付き丸穴の例 

 

6.1.7 溶接継手効率及びリガメント効率の適用について 

非円形胴耐圧部の応力評価に対する溶接継手効率及びリガメント効率の適用は、次の a)

～f)による。 

a) 6.2～6.7 及び 6.9.1 により応力評価を行う場合の溶接継手効率及びリガメント効率の

適用については、容器を構成する上板、下板、側板（管板、プラグ板）等、各部材毎

に適用する効率を設定する。 

溶接継手効率の適用例として、上板・下板と側板とのコーナー部の溶接継手の位置

が、図 10 に示すように、上板・下板側にある場合、各部材の応力評価に使用する溶接

継手効率は、次の 1)及び 2)による。なお、側板に穴列のある場合の中央点（Ⓜ点）及

びコーナー部（Ⓑ点及びⒸ点）に使用するリガメント効率は、d)による。 

1) 上板・下板の中央点（Ⓝ点）及びコーナー部（Ⓐ点及びⒷ点）に使用する溶接継

手効率は、c)による。 

2) 側板の中央点（Ⓜ点）及びコーナー部（Ⓑ点及びⒸ点）に使用する溶接継手効率

は、1.0 とする。 

b) 多孔板でかつ溶接継手を有する耐圧部の部材の応力評価を行う場合には、溶接継手

効率又はリガメント効率のどちらか小さい方を使用すること。ただし、溶接継手に穴

がある場合は、放射線透過試験を 100%の割合で行うこと。 

 
図 10 溶接継手効率及びリガメント効率の適用例 

書面投票用

案



KHKS 0221 (2021) 

- 11 - 
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

 

c) 応力評価を行う部材に溶接がある場合は、応力が最大となる箇所（応力評価の対象

となっている箇所）に溶接継手が存在しなくても溶接継手効率はその部材全体にわた

って考慮する。ただし、e)の場合を除く。 

d) 応力評価を考慮する部材が多孔板である場合は、たとえ応力評価箇所に穴列が存在

しなくても（例：管板の両端コーナー部及び仕切り板部）リガメント効率は部材全体

にわたって考慮する。ただし、f)の場合を除く。 

e) 溶接継手効率については、膜応力及び曲げ応力の両方の応力評価に対し、c)に示す

ように考慮する部材の全体にわたって適用するものとするが、高い曲げモーメントが

発生する場所から溶接継手が離れている場合には、附属書 A にしたがって、溶接継手

部の応力を評価することにより、溶接継手の存在しない領域の応力評価に対する溶接

継手効率の適用を省略できる。 

f) リガメント効率については、膜応力及び曲げ応力の両方の応力評価に対し、d)に示

すように考慮する部材の全体にわたって適用するものとするが、高い曲げモーメント

が発生する領域から穴列が離れている場合には、附属書 A に従って、各穴列の応力を

評価することにより、穴列の存在しない領域の応力評価に対するリガメント効率の適

用を省略できる。 

 

6.1.8 端末ふた板 

非円形胴の端末平ふた板が胴に溶接で取り付けられる場合及び端末ふた板の一辺がボ

ルト締フランジとなっている場合のそれぞれの強度計算は、6.7.1 による。 

 

6.1.9 非円形胴にあける穴 

非円形胴に設ける穴の補強は、次の a)～f)による。 

a) 非円形胴に設ける穴は、強め材により補強しなければならない。ただし、例示基準

18 条の(1)号及び(2)号で規定する穴はこの限りではない。 

b) a)の強め材による補強を要しない場合を除いて、非円形胴にノズルなどを設ける場

合の穴の補強は、次による。 

1) 穴径が穴を設ける胴板の最小内スパンの 1/2 以下の場合（穴が長円形の場合は長

径が最小内スパンの 1/2 以下）は次による。ただし、2)の方法を使用してもよい。 

強め材の最小必要断面積 A は A=Dtr とする。 

 

ここで、D 及び tr は、次による。 

D：穴径（長円形の場合は長径。腐れ後の最大径とする。）（mm） 

tr ：最小必要厚さ（mm） 

 

この必要最小断面積 A を有する強め材を、補強の有効範囲内に取り付ける。 

補強の有効範囲（穴の中心を通る長手方向断面における）は、次の①及び②によ
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る。（附属書 B 参照） 

なお、有効範囲内にある余肉部（最小必要厚さを超える部分）は、強め材とみな

してよい。 

 

① 補強板がない場合 

穴の中心線から両側に距離 D の線と胴板の表面から垂直に距離 2.5t 又は 2.5t

n の小さい方の線によって囲まれる範囲。 

② 補強板がある場合 

穴の中心線から両側に距離 D の線と胴板の表面から垂直に距離 2.5t 又は 2.5t

n+te の小さい方の線によって囲まれる範囲。 

 

ここで、t、tn 及び te は、次による。 

t ：腐れ代を除いた胴板の厚さ（mm） 

tn：腐れ代を除いたノズルネックの厚さ（mm） 

te：強め材の厚さ（mm） 

 

2) 穴径が穴を設ける胴板の最小内スパンの 1/2 を超える場合（穴が長円形の場合は

長径が最小内スパンの 1/2 を超える場合）は、6.8 に規定する穴補強計算による。 

c) リガメント効率を適用する穴は、補強板を取り付ける必要はない。 

d) 補強計算を行う場合で、ノズルネック、強め材の強度及び溶接による溶着金属の強

度が胴板の材料強度より低い場合は、穴の補強に有効な断面積の算出に対し、これら

の部材の胴板に対する強度低減を考慮すること。 

e) 断面が長円形のノズルを非円形胴に取り付ける場合で、長径側を胴の軸方向に平行

に取り付ける場合のノズル穴補強計算においては、ノズルの余肉部（最小必要厚さを

超える部分）を穴の補強に有効な断面積に考慮しない。 

f) b)1)及び 6.8 で使用する胴板の最小必要厚さは、6.2～6.7 及び 6.9.1 による当該非円形

胴の応力計算において、非円形胴を形成する胴板、仕切り板など各部に発生する膜応力及

び膜応力と曲げ応力の合成応力のいずれもそれぞれの許容応力を超えない最小厚さとして

算出する。すなわち、穴を設ける胴板の最小厚さは、応力計算において、穴を設ける胴板

の厚さを減らしていくことによって、非円形胴を形成する各耐圧部に発生する膜応力及び

合成応力のいずれもその許容値を超えない最小の厚さとして算出することができる。 

 

6.1.10 非円形胴に外圧が作用する場合 

横断面が長方形の非円形胴に外圧が作用する場合は、次の a)及び b)による。 

a) 横断面が長方形でステーのない図 2 の a)及び b)の胴が外圧を受ける場合 

1) 6.9.1 により応力評価を行い、各部に生じる応力は、6.1.2 に規定する許容応力を

超えてはならない。 

2) 1)の応力評価に加え、4 辺をなす胴板と 2 つの端末ふた板については、6.9.2 によ
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り安定性評価を行い、安定性の条件を満たすことを確認する。 

b) 図 2 の a)及び b)を除く形状の横断面をもつ胴に外圧が作用する場合 

耐圧部に対し応力評価及び安定性評価を行い、問題ないことを確認する。 

ただし、外圧荷重として大気圧以下の圧力が作用する場合（例：バキューム状態）

は、次の 1)～4)による。 

なお、2)～4)の応力評価は、ステーがない角形胴、図 4 に示す円筒胴、図 7 の半円筒

胴、図 5 及び図 8 の非円形胴については、設計内圧力が 0.1MPa 以上あるものは、大気

圧以下の外圧荷重に対する安定性評価のみを行う。 

1) 図 2 c)～図 2 g)の横断面が長方形でステーをもつ胴に外圧が作用する場合には、

ステーがないものとして、a)の 1)及び 2)により応力評価及び安定性評価を行う。 

2) 図 2 h)、図 2 i)、図 3 a)及び図 6 については、外圧力を内圧力に置き換えて、6.

2.8、6.2.9、6.3.1 及び 6.5.2 により応力評価を行い、安定性評価については、図 11

に示すように簡易的に外接矩形に置き換えて a)2)により行ってよい。ただし、ステ

ーをもつ図 3 b)についてはステーがないものとして、上記の図 3 a)と同様に応力評

価及び安定性評価を行う。 

3) 図 4 及び図 7 については、外圧力を内圧力に置き換えて、6.4.1 及び 6.5.3 により

応力評価を行い、安定性評価はステーのない円筒胴として行う。 

4) 図 5 及び図 8 については、外圧力を内圧力に置き換えて、6.5.1 及び 6.6 により応

力評価を行い、安定性評価は平ふたを厚さ t2 の側板を持つ図 2 a)として行う。 

 

    
図 11 安定性簡易評価に使用する外接矩形 

 

 

6.2 非円形胴の横断面が長方形の胴の強度評価 

6.2.1 ステーなし長方形 

図 2 a)に示す胴の胴板に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.2.
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1 の計算式による。 

 

6.2.2 ステーなし長方形（長辺の板厚が異なる場合） 

図 2 b)に示す胴で、向かい合う長辺の板の厚さが異なる場合の胴板に生じる膜応力、

曲げ応力及び合成応力は JIS B 8280 の 7.2.2 の計算式による。 

 

6.2.3 ステーあり長方形（2 等分配置） 

図 2 c)に示す胴で、ステー1 組を長辺側が等間隔になるように配置する場合の各部材に

生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.2.3 の計算式による。 

 

6.2.4 ステーあり長方形（3 等分配置） 

図 2 d)に示す胴で、ステー2 組を長辺側が等間隔になるように配置する場合の各部材に

生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.2.5 の計算式による。 

 

6.2.5 ステーあり長方形（2 不等分配置） 

図 2 e)に示す胴で、ステー1 組を設置するが長辺側が等間隔にならない場合の各部材に

生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.2.7 の計算式による。 

 

6.2.6 ステーあり長方形（3 不等分－ステー上下対称配置） 

図 2 f)に示す胴で、ステー2組を中心線に対称に設置する場合の各部材に生じる膜応力、

曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.2.9 の計算式による。 

 

6.2.7 ステーあり長方形（3 不等分以上） 

図 2 g)に示す胴で、ステー2 組以上をもって、胴の空間を分割する場合で長辺側が等間

隔にならない場合の各部材に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は分割空間の最大ス

パンで 3 等分された胴とみなして、6.2.4 の図 2 d)の式を用いて計算する。 

 

6.2.8 全てのコーナーに丸みを持つ長方形 

図 2 h)に示す胴で、全てのコーナーに丸みを持たせた板厚が全て同じ場合の胴板に生

じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.2.11 の計算式による。 

 

6.2.9 2 つのコーナーに丸みを持つ長方形 

図 2 i)に示す胴で、2 つのコーナーに丸みを持たせ、丸みを形成する板の厚さが同じ場

合の胴板に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.2.12 の計算式によ

る。 

 

6.3 非円形胴の横断面が長円形の胴の強度評価 

6.3.1 ステーなし長円形 
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図 3 a)に示す胴の胴板に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.3.

1 の計算式による。 

 

6.3.2 ステーあり長円形 

図 3 b)に示す胴で、長円形断面の長径を 2 等分するようにステーを配置する場合の各

部材に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.3.2 の計算式による。 

 

6.4 仕切り板又は隔壁を持つ円筒胴の強度評価 

6.4.1 円筒胴（仕切り板で 2 等分割） 

図 4 に示す胴で、円の中心を通る仕切り板で 2 等分される円筒胴で、二つの仕切り室

の圧力が等しい場合の各部に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.

4.1 の計算式による。 

 

6.4.2 円筒胴（隔壁で 2 等分割） 

図 4 に示す胴で、円の中心を通る隔壁で 2 等分される円筒胴で、二つの仕切り室の圧

力が等しくない場合の各部に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 の 7.

4.2 の計算式による。 

 

6.5 フランジ付非円形胴の強度評価 

6.5.1 フランジ付角形胴 

図 5 に示す胴で、長方形断面の片側がボルト締めフランジ付ふた板構造となっている

場合の胴板に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、JIS B 8280 附属書 1 の 2 の計算

式による。 

なお、胴板の応力評価は、ガスケットの締付け時及び使用状態のそれぞれの場合につ

いて行う。 

 

6.5.2 フランジ付長円形胴 

図 6 に示す胴で、長円形胴の片側がボルト締め長円形フランジ構造となっている場合

は、長円形の最小スパン側の横断面（最大スパンに直角な断面で形状は図 5 に同じ）に

対して、6.5.1 と同様に JIS B 8280 附属書 1 の 2 の計算式により応力評価を行う。ただし、

6.3 により、長円形胴としての応力評価も行うこと。 

 

6.5.3 フランジ付半円筒胴 

図 7 に示す胴で、半円筒胴の片側がボルト締め角形フランジ付ふた板構造となってい

る場合の半円筒胴板に生じる膜応力、曲げ応力及び合成応力は、次の a)～c)による。 

ただし、応力計算は、使用状態及びガスケット締付時の両方の場合について行う。 

なお、胴板に生じる膜応力及び膜応力と曲げ応力の合成応力に対する許容応力は、6.1.

2 による。 
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a) 膜応力 

① フランジ取付部 B 点 

 



1t

Pa
Bm              -------------------------------------  (6.5.1) 

② 半円筒胴部中央 C 点 

   



1t

RaLP CK
Cm


   -------------------------------------  (6.5.2) 

ここで、σm、P、a、t1、L、η及び RCK は、次による。 

σm ：膜応力（N/mm2） 

P  ：設計圧力（MPa） 

a ：図 12 に示す半円形の半径（mm） 

t1 ：図 12 に示す半円筒胴板の厚さ（mm） 

L ：図 12 に示すフランジ面から B 点まで（平坦部）の距離（mm） 

η ：溶接継手効率又はリガメント効率の小さい方（－） 

RCK：フランジにかかる単位長さ当たりの反力で、次の式による。（N/mm） 

 







 







 


3223

223223

4

1
2

2

1

3

1

2

1

2

1
2122

8

1

aLaaLL

aaLLMaLaaLLPL

R
A

CK




 

b) 曲げ応力 

① フランジ取付部 B 点 

 



2
1

6

t

M BK
Bb          -------------------------------------  (6.5.3) 

② 半円筒胴部中央 C 点 

 



2
1

6

t

M CK
Cb          -------------------------------------  (6.5.4) 

ここで、σb、MBK 及び MCK は、次による。t1、η及び RCK は、a)による。 

σb ：曲げ応力（N/mm2） 

MBK：B 点にかかる単位長さ当たりの曲げモーメントで、次の式による。

（Nmm/mm） 

2

2PL
LRMM CKABK   

MCK：C 点にかかる単位長さ当たりの曲げモーメントで、次の式による。

（Nmm/mm） 

 aLPL)aL(RMM CKACK   

ここで、MA は、次による。P、a、L 及び RCK は、a)による。 

MA：図 12 のフランジに作用する単位長さ当たりの曲げモーメント

で、使用状態、ガスケット締付時に応じて、次の値を使用する。
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（Nmm/mm） 

① 使用状態 

JIS B 8280 附属書 1 の 5.b)1)の Mo の値 

② ガスケット締付時 

JIS B 8280 附属書 1 の 5.b)2)の Mg の値 

c) 合成応力 

① フランジ取付部 B 点 

     BbBmBT           ------------------------------  (6.5.5) 

② 半円筒胴部中央 C 点 

     CbCmCT           ------------------------------  (6.5.6) 

ここで、σT は、合成応力（N/mm2）である。 

 

 
図 12 フランジ付半円筒胴 

 

6.6 ねじ植込み式ボルト締めふた板付角形胴 

図 8 に示すねじ植込式ボルト締めふた板構造とする場合の胴板に生ずる応力は、6.5.1 と

同様に JIS B 8280 附属書 1 の 2 の計算式による。 

ただし、使用状態での上板及び下板のふた板側端部のモーメントは、次による。 

GP
'
D

'
o hHhHM        -------------------------------------  (6.6.1) 

ここで、Mo、H’、HP、hD
’及び hG は、次による。 

Mo：使用状態での上板及び下板のふた板側端部の単位長さあたりのモー

メント（Nmm/mm） 

H’：内圧による単位長さあたりの荷重で、次の式による。（N/mm） 

H’ = GP/2 
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HP：気密を十分保つために、ガスケット接触面における単位長さあたり

の圧縮力で、次の式による。（N/mm） 

HP = 2bmP 

hD
’：モーメントアームで、次の式による。（mm） 

hD’ = (C-h-t1)/2 

hG ：モーメントアームで、次の式による。（mm） 

hG = (C-G)/2 

ここで、P、b、m、G、C、h、t1 は、次による。 

P ：設計圧力（MPa） 

b  ：ガスケット座の有効幅（mm） 

m ：ガスケット係数（－） 

G ：図 13 に示すガスケット反力のかかる位置を結ぶ最小スパン（m

m） 

C ：図 13 に示すボルト穴の中心線を結ぶ最小スパン（mm） 

h ：非円形胴の内のり（mm） 

t1 ：上板及び下板の厚さ（mm） 

 

 

図 13 ねじ植込式ボルト締めふた板構造 

 

6.7 胴以外の耐圧部の強度評価 

6.7.1 端末ふた板 

非円形胴の長手方向端部の閉止板としての端末平ふた板の四辺が溶接で取り付けられる場

合は、例示基準に定める規定による。ただし、端末平ふた板の一辺がボルト締めフランジの構

造をしているものは、ボルト締め端曲げモーメントを考慮した JIS B 8280 附属書 1 の 4.によ

り、応力評価を行う。 
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なお、6.5.3 の図 12 に示すフランジ付半円筒胴の端末ふた板については、使用状態及びガス

ケット締付時の両方について、次の a)及び b)の算式により応力計算を行う。計算で得られた端

末ふた板に生じる応力は、6.1.2 の許容応力を超えてはならない。 

a) 使用状態 

 



2

0
2 630

t

MLaPZ. E
b


    ------------------------------  (6.7.1) 

ここで、σb、t、ZE 及び Mo は、次による。P 及び ηは、6.5.3 a)による。 

σb ：曲げ応力（N/mm2） 

t  ：端末ふた板の厚さ（mm） 

ZE：修正係数で、次の式による。ただし、最大 2.5 とする。（－） 

a

La
..Z E 2
4243


  

ここで、a 及び L は、6.5.3 a)による。 

Mo：JIS B 8280 附属書 1 の 5.b)1)の Mo の値（mm） 

 

b) ガスケット締付時 




2

6

t

hW Gg
b     --------------------------------------------------  (6.7.2) 

ここで、σb、t、η、Wg 及び hG は、次による。 

σb ：曲げ応力（N/mm2） 

t  ：端末ふた板の厚さ（mm） 

η ：溶接継手効率又はリガメント効率の小さい方（－） 

Wg：ガスケット締付時の単位長さ当たりのボルト荷重（N/mm） 

hG：モーメントアームで、次の式による。（mm） 

2

GC
hG


  

ここで、G 及び C は、次による。 

G ：図 12 に示すガスケット反力のかかる位置を結ぶ最小スパン（m

m） 

C ：図 12 に示すボルト穴の中心線を結ぶ最小スパン（mm） 

 

6.7.2 長方形ボルト締めふた板（ボルト締め角形胴板） 

四辺をボルト締めにて取り付ける長方形ふた板（ボルト締め角形胴板）に生じる応力

は、JIS B 8280 附属書 1 の 3 に規定する計算式による。 

応力計算は、使用状態（ボルト荷重 W に Woを使用）及びガスケット締付時（ボルト荷重 W

に Wｇを使用）の両方について行う。 

なお、フランジ付角形胴及びフランジ付半円筒胴に取り付けるボルト締め角形胴板を管板と

して使用する場合は、6.7.7 による。 
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6.7.3 長円形ボルト締めふた板 

周囲をボルト締めにて取り付ける長円形ふた板（胴板）に生じる応力は、JIS B 8280

附属書 1 の 3 に規定するボルト締め角形胴板の計算式による。 

応力計算は、使用状態（ボルト荷重 W に Woを使用）及びガスケット締付時（ボルト荷重 W

に Wｇを使用）の両方について行う。 

 

6.7.4 特殊形状のノズル 

非円形胴に取り付けるノズルで、図 14 に示すノズルの場合（胴板との取付断面（開口

部）の形状が、長円形でフランジ取付部に向かってその断面が円形に変化する）のノズ

ルネックの板厚は、ノズルネックと胴板の取り付く位置の最大長径を持つ長円形胴とし

て、6.3 による強度評価により求めてよい。 

ただし、フランジは、ノズルの取付長円形部の断面積の 2 倍を超えない流路面積を持

つ口径のものとする。また、6.3.2 により板ステーを取付ける場合は、断面が円形となる

部分近くまで補強を行う。 

 

図 14 非円形胴に取り付ける特殊形状のノズル 

 

6.7.5 角形胴フランジ 

フランジ付角形胴及びフランジ付半円筒胴の非円形胴に使用されるボルト締め角形胴

フランジの強度は、JIS B 8280 附属書 1 の 5 に規定する計算式による。 
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6.7.6 長円形胴フランジ 

フランジ付長円形胴に使用されるボルト締め長円形胴フランジの強度は、JIS B 8280

附属書 1 の 5.に規定する計算式による。 

 

6.7.7 ボルト締め角形管板 

ボルト締め角形管板の強度計算は、次の a)及び b)による。 

a) ボルト締め角形胴板の場合 

図 15 a)に示すように、ボルト締め角形胴板を管板として使用する場合の管板の強度

は、JIS B 8280 附属書 1 の 3 c)に規定する計算式による。 

ただし、応力計算は使用状態（ボルト荷重 W に Woを使用）及びガスケット締付時（ボ

ルト荷重 W に Wｇを使用）の両方について行う。また、熱交換器の遊動側管板として使用

する場合には管側及び胴側の設計圧力それぞれに対して計算を行う。この場合、胴側設計

圧力に対して発生する曲げ応力の計算には、ボルト荷重によるモーメントの項 WhGを考慮

する必要はない。 

 

図 15 ボルト締め角形管板 

 

b) ボルト締め半円筒胴板の場合 

図 15 b)に示すように、フランジ付ボルト締め半円筒胴のボルト締め角形胴板を管板

として使用する場合の応力計算は、次の 1)～3)による。この場合に生じる応力は、6.1.

2 の許容応力を超えてはならない。 

1) 膜応力 

① D～E 間 

 



2t

RCK
EDm           -------------------------------------  (6.7.3) 

② フランジ部 E 点 
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 
n

CK
Em t

R
            -------------------------------------  (6.7.4) 

ここで、σm、t2、tn 及び ηは、次による。RCK は、6.5.3 a)による。 

σm ：膜応力（N/mm2） 

t2 ：図 15 b)に示す角形胴板（管板）の厚さ（mm） 

tn ：図 15 b)に示す角形胴板（管板）の厚さ（mm） 

η ：溶接継手効率又はリガメント効率の小さい方（－） 

2) 曲げ応力 

① D～E 間 

   



2

2 8

I

/PGWhc G
EDb


         ----------------------  (6.7.5) 

② フランジ部 E 点 

 
2

6

n

G
Eb

t

Wh
         ---------------------------------------  (6.7.6) 

ここで、σb、c、W、P、G、hg、I2、tn 及び ηは、次による。 

σb ：曲げ応力（N/mm2） 

c  ：中立軸から外表面までの距離（mm） 

W ：単位長さ当たりのボルト荷重で、使用状態、ガスケット締付時に応

じて、次の値を使用する。（N/mm） 

① 使用状態 

JIS B 8280 附属書 1 の 5.a)3.1)の Wo の値 

② ガスケット締付時 

JIS B 8280 附属書 1 の 5.a)3.2)の Wg の値 

P  ：設計圧力（MPa） 

G ：図 15 b)に示すガスケット反力のかかる位置を結ぶ最小スパン（m

m） 

hG：モーメントアームで、次の式による。（mm） 

2

GC
hG


  

ここで、C は、次による。 

C ：図 15 b)に示すボルト穴の中心線を結ぶ最小スパン（mm） 

I2 ：単位長さ当たりの管板厚さ t2 部の断面 2 次モーメントで、次の式に

よる。（mm4/mm） 

12

3
2

2

t
I   

ここで、t2 は、次による。 

t2 ：図 15 b)に示す角形胴板（管板）の厚さ（mm） 

tn ：図 15 b)に示す角形胴板（管板）の厚さ（mm） 
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η ：溶接継手効率又はリガメント効率の小さい方（－） 

 

3) 合成応力 

① D～E 間 

      EDbEDmEDT            ----------------------  (6.7.7) 

② フランジ部 E 点 

     EbEmET           ------------------------------  (6.7.8) 

ここで、σT は、合成応力（N/mm2）である。 

 

6.8 穴補強計算 

6.8.1 一般 

非円形胴の胴板に穴を設ける場合、6.7.2 及び 6.7.3 に示す簡易法により穴の補強計算を

行ってよい。この簡易法による穴補強計算の詳細は、附属書 B による。 

 

6.8.2 膜応力に対する補強計算 

膜応力に対する補強計算は、次の a)～c)による。 

a) 各部に発生する膜応力及び膜応力と曲げ応力の合成応力のいずれもそれぞれの許容応力

以下となる最小の厚さを、当該穴を持つ板の最小必要厚さとし、6.1.9 f)により、これを求

める。 

b) 膜応力に対する必要補強面積は、最小必要厚さに発生膜応力（最小必要厚さに対し

て発生する膜応力）と許容応力の比を乗じたものに穴径を乗じた面積とする。 

c) 6.1.9 b)1) に規定する補強の有効範囲内に、膜応力に対する必要補強面積を取る。 

 

6.8.3 曲げ応力に対する補強計算 

曲げ応力に対する補強計算は、次の a)～e)による。 

a) 6.1.9 f)により、膜応力及び膜応力と曲げ応力の合成応力のいずれもそれぞれの許容応力

以下となる当該穴を持つ板の最小必要厚さ trを求める。 

b) 曲げ応力に対する開口部の補強に必要な板の剛性を、断面が最小必要厚さ（縦寸法）

と穴径（横寸法）とからなる部材の胴板の板厚方向に垂直な中立線に対する断面二次

モーメントとして求める。 

c) 補強の有効範囲内にある部材（胴板、ノズルネック及び補強板がある場合はそれを

含む。）の図心を求める。補強の有効範囲は、6.1.9 b)1)による。 

d) 有効範囲内にある次の 1)～3)の余肉部分の断面二次モーメント、すなわち、c)で求

めた図心を通り、胴板の板厚方向に垂直な中立線に対する断面二次モーメントを求め

る。なお、2)及び 3)について、当該穴を持つ胴板に余肉部分がなく、膜応力に対する

補強面積をノズルネックの余肉部分、補強板又は補強リブに求める場合は、それを差

し引いた部分とする。 

1) 当該穴を持つ板の最小必要厚さ tr及び 6.8.2 c)の膜応力に対する補強面積に対応す
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る厚さを差し引いた余肉部分 

2) ノズルネックの必要厚さを除いた余肉部分 

3) 補強板又は補強リブ 

e) d)の有効範囲内の余肉部の断面二次モーメントの合計が、b)の必要断面二次モーメ

ントに等しいか、それ以上となるように補強部を取る。 

 

6.9 外圧が作用する場合の非円形胴の計算 

6.9.1 一般 

横断面が長方形で図 2 の a)及び b)の胴が外圧を受ける場合は、6.9.2 及び 6.9.3 に示す

応力評価及び安定性評価を行う。 

 

6.9.2 応力評価 

6.2.1 及び 6.2.2 により内圧を受ける場合と同様に応力評価を行う。ただし、内圧力を外

圧力に置き換えて計算を行う。計算による各部に生じる応力は、6.1.2 の材料の許容応力

を超えてはならない。 

 

6.9.3 安定性評価 

外圧が作用する場合における胴を構成する板の安定性評価及び長柱としての安定性評

価は、次の a)及び b)による。 

 

a) 胴を構成する板の安定性評価 

胴を構成する上板、下板、側板及び端末ふた板について、式（6.9.1）により、安定

性の条件を満足することを確認しなければならない。 

01
22

.
S

S

S

S

crL

mL

crS

mS          ------------------------------------  (6.9.1) 

ここで、添字 S、添字 L、SmL、ScrS 及び ScrL は、次による。 

添字 S：応力又は荷重の働く方向（板の短辺端面に直角方向） 

添字 L：応力又は荷重の働く方向（板の長辺端面に直角方向） 

SmS ：端末ふた板に働く外圧力荷重による胴板の短辺端面に直角方向の圧

縮応力、若しくは胴板に働く外圧力荷重による端末ふた板の短辺端

面に直角方向の圧縮応力（図 16 参照）（N/mm2） 

SmL ：隣合わせの胴板に働く外圧力荷重による端末ふた板及び胴板の長辺

端面に直角方向の圧縮応力（図 16 参照）（N/mm2） 

ScrS ScrL：S 方向及び L 方向の相対する端面に直角方向の応力による板の座屈

応力で、次の①～④による。（図 16 参照）（N/mm2） 

① S’crS ≤ Sy/2 の場合   ScrS = S’crS 

② S’crS > Sy/2 の場合   ScrS = S’’crS 

③ S’crL ≤ Sy/2 の場合   ScrL = S’crL  
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④ S’crL > Sy/2 の場合   ScrL = S’’crL 

ここで、Sy は、次による。 

Sy ：設計温度における降伏強度（N/mm2）  

 

SmS SmL ScrS ScrL は、次の 1)～3)に示す計算式により、それぞれの胴板に対して求

める。1)～3)で使用する記号の説明を下記に示す。 

Pe ：外圧力（MPa） 

KS ：ScrS の計算に使用する板の座屈係数で、図 17 による。（－） 

KL ：ScrL の計算に使用する板の座屈係数で、図 17 による。（－） 

H ：上板、下板の内スパン（mm） 

h  ：側板の内スパン（mm） 

L  ：胴の長さ（mm） 

Sy ：設計温度における降伏強度（N/mm2） 

t1 ：上板、下板の板厚（mm） 

t2 ：側板の板厚（mm） 

t  ：端末ふた板の板厚（mm） 

E ：設計温度における縦弾性係数（N/mm2） 

ν  ：ポアソン比（－） 

η  ：リガメント効率又は溶接効率の小さい方（上板、下板、側板及び端

末ふた板それぞれに対する値を使用）（－） 

 

胴板が多孔板の場合、その多孔板に働く圧縮応力 SmS、SmL を 1)～3)により求める

時の板の厚さは、リガメント効率を乗じた値を使用する。ただし、ScrS、ScrL を求め

る時は、リガメント効率を乗ずる必要はない。なお、多孔板の座屈応力を計算する

場合に使用する縦弾性係数 E 及びポアソン比νは、JIS B 8266 附属書 8 の図 29 に

よる等価縦弾性係数 E*及び等価ポアソン比ν*を使用する。 

 

図 16 胴板に作用する応力の方向 
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1) 上板及び下板 

 htHt

hHP
S e

mS
21 22 

   ----------------------------------------------  (6.9.2)*1 

12t

hP
S e

mL    ----------------------------------------------------------  (6.9.3) 

ScrS K
H

t
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
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2) 側板 

 htHt

hHP
S e

mS
21 22 

   ----------------------------------------------  (6.9.6)*1 

22t

HP
S e

mL    ----------------------------------------------------------  (6.9.7)*2 

ScrS K
h

t

)(

E
S

2
2

2

2

112














   --------------------------------------- (6.9.8) 

crS

y
ycrS S

S
SS




4

2

   -------------------------------------------------  (6.9.8)’ 

LcrL K
L

t

)(

E
S

2
2

2

2

112














   -------------------------------------   (6.9.9) 

crL

y
ycrL S

S
SS




4

2

   -------------------------------------------------  (6.9.9)’ 

 

3) 端末ふた板 
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   -------------------------------------------------- (6.9.13)’ 

 

 
備考：辺長比が 0.258 より小さい場合は、S’crL を計算する式においては

KL=1.0 及び L=H 又は h（短辺側の長さ）を使用する。 

図 17 板の座屈係数 

 

b) 長柱としての安定性評価 

a)に加え、次の式(6.9.14)により、長方形横断面をもつ胴を長柱とみなした座屈につ

いて評価、安定性を確認しなければならない。 

なお、胴板が多孔板の場合、a)と同様に胴板に働く圧縮応力、曲げ応力の計算に対

してリガメント効率及び溶接効率を考慮すること。 
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01
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a 





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









  ------------------------------------------------ (6.9.14) 

ここで、Sa、Sb、Fa、F’e 及び σa は、次による。 

Sa：次の式による。（N/mm2） 

 oo

ooe
a htHt

HhP
S

21 22 
   -------------------------------------- (6.9.15)*1 

ここで、Pe、ho、Ho、t1、t2 及び ηは、次による。 

Pe：外圧力（MPa）  

ho：横断面長辺側の外スパン（mm）  

Ho：横断面短辺側の外スパン（mm） 

t1 ：上板、下板の板厚（mm）  

t2 ：側板の板厚（mm） 

η ：溶接継手効率又はリガメント効率の小さい方（－） 

Sb：次の式による。（N/mm2） 

e
b I

Mc
S 1    ------------------------------------------------  (6.9.16) 

ここで、M、C1、Ie、及び ηは、次による。 

M：次の式による。 

yHhPM ooe    -------------------------------------------  (6.9.17) 

ここで、 y は、次による。 

y：端末ふた板の図心と胴の横断面の中心との距離。ただし、

側板の板厚が同じ場合は、 0y とする。（mm） 

C1：曲げ応力が最大となる中立軸からの距離（mm） 

Ie ：横断面の長辺側に平行な中立軸周りの断面 2 次モーメント（m

m4） 

η ：溶接継手効率又はリガメント効率の小さい方（－） 

Fa：次の式による。（N/mm2） 

① cCR/L 12 の場合 
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
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


   -------------------------  (6.9.18) 

② cCR/L 12 の場合 

 2
1

2

223

12

RL

E
Fa


               ------------------------- (6.9.19) 

ここで、L、R1、Cc、E 及び Sy は、次による。 
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L ：胴の長さ（mm） 

R1：断面 2 次半径（mm） 

Cc：次の式による。 

y
c S

E
C

22
   -------------------------------------------- (6.9.20) 

E ：設計温度における縦弾性係数（N/mm2） 

Sy ：設計温度における降伏強度（N/mm2） 

F’e：次の式による。 

 21

2

223

12

RL

E
Fe


    ---------------------------------------  (6.9.21) 

ここで、L、R1 及び E は、次による。 

L ：胴の長さ（mm） 

R1：断面 2 次半径（mm） 

E ：設計温度における縦弾性係数（N/mm2） 

σa：設計温度における材料の許容引張応力（N/mm2） 

 

注 1 式(6.9.2)～(6.9.21)はすべて側板の厚さが同じ場合（図 2 a)）に適用する。 

注 2 側板の厚さが異なる場合（図 2 b)）には、*1 の付いている式においては、2t2 を t2+t’

2 に置き換え計算を行う。また、*2 の付いている式は、JIS B 8280 の 7.2.2 b)の(10)式

及び c)の(13)式を使用する。 

 

7 溶接 

7.1 溶接継手の分類 

非円形胴の耐圧部分の溶接継手は、継手の位置によって、次の a)～d)の継手に分類し、そ

の代表的なものを図 18 に示す。 

a) A 継手 

非円形胴、ノズルなどの圧力を受ける部分にある長手継手（ハブ付胴板及びハブ付一

体形胴フランジと胴板との継手を含む）及び角形胴の長手方向角継手をいう。 

b) B 継手 

ノズルなどの圧力を受ける部分にある周継手をいう。 

c) C 継手 

胴板と端末ふた板を取り付けるコーナー部との溶接継手、角形（又は長円形）胴フラ

ンジと胴板との溶接継手、板ステー又は隔壁と胴との溶接継手をいう。 

d) D 継手 

ノズルなどを胴又は端末ふた板などに取り付ける溶接継手をいう。 
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図 18 非円形胴の溶接継手の位置による分類 

 

7.2 溶接の種類 

非円形胴の耐圧部分の溶接の種類は、次の a)～d)による。 

a) 胴板長手継手 

胴板長手溶接の継手は A 継手とし、完全溶け込み突合せ溶接（突合せ両側溶接又はこ

れと同等以上とみなされる突合せ片側溶接）とする。同等以上とみなされる突合せ片側

溶接とは例示基準 13 条に掲げる表の備考 1 による。（以下同じ） 

b) 胴板長手方向角継手 

7.1 a)に規定されるように胴板長手角継手は A 継手とし、溶接は、a)と同様に、完全溶

け込み溶接（両側溶接又はこれと同等以上とみなされる片側溶接）とする。A 継手に要求

される機械試験及び非破壊試験等については、例示基準による。 

c) 板ステー又は隔壁と胴との継手 

板ステー又は隔壁と胴との継手は C 継手とする。この継手の種類は、両側溶接の完全

溶込み溶接、又は片側溶接の完全溶込み溶接とし、図 19 による。 

             

a) 両側完全溶け込み溶接     b) 片側完全溶け込み溶接 

 

図 19 板ステーと胴板との溶接 
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d) 端末ふた板と胴との継手 

端末ふた板と胴との継手は C 継手とし、例示基準、別図第 7 の b-1)、b-2)の適切な方法

による完全溶け込みの開先溶接とする。 

e) 角形胴フランジ（長円形胴フランジを含む）と胴板の取付け 

フランジと胴板の溶接による取付けは A 継手又は C 継手とし、次の 1)及び 2)による。 

1) A 継手とする場合 

A 継手とする場合（ハブ付一体形フランジで胴板と突合せ溶接を行う場合（JIS B 

8265 図 11 a)の 1)～4)又は JIS B 8267 図 11 a)の 1)～4)）は A 継手とする。）の溶接

は、完全溶け込み溶接（両側溶接又はこれと同等以上とみなされる片側溶接）とする。

A 継手に要求される機械試験、非破壊試験等については、例示基準による。 

2) C 継手とする場合 

C 継手とする場合の溶接は、完全溶け込み溶接とし、図 20、JIS B 8265 図 11 a)

の 7)及び 8)又は JIS B 8267 図 11 a)の 7)及び 8)による。ただし、次の①～③のいず

れかの試験を実施するものとする。 

① フランジと胴板の溶接線に対して、少なくとも 1 箇所の部分放射線透過試験（2

50mm 以上）を実施する。 

② 例示基準第 41 条第 1 項に掲げるものの溶接継手に対しては、その全長について

放射線透過試験を行い、これに合格するものでなければならない。この場合にお

ける母材の厚さは胴板の厚さとフランジの厚さのいずれか小さい方をいう。 

③ ①及び②の放射線透過試験ができないものについては、例示基準 42 条により、

超音波探傷試験を実施する。 

 

 
図 20 フランジと胴板の溶接 

 

f) その他の継手 

非円形胴の耐圧部に適用される 7.1 b)に規定の B 継手及び 7.1 d)に規定の D 継手につ
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非円形胴の耐圧部に適用される 7.1 b)に規定の B 継手及び 7.1 d)に規定の D 継手につ

いては、例示基準の規定による。 

 

8 工作 

材料の確認、加工前検査、切断・成形加工、取付け、溶接施工、熱処理及び製作公差等の

非円形胴の圧力容器の工作に関しては、規則及び例示基準の規定による。 

 

9 試験及び検査 

材料の試験及び検査、工作に関する検査、溶接継手の試験及び検査、完成後の試験及び検

査等については、規則及び例示基準の規定に従って実施する。 
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附属書 A（規定） 溶接継手効率及びリガメント効率の適用に関する特別な配慮 

 

A.1 適用範囲 

この附属書は、6.1.7 に規定する非円形胴耐圧部の応力評価に対する溶接継手効率及びリ

ガメント効率の適用に関する特別な配慮について規定する。 

 

A.2 特別な配慮を要する溶接継手効率の適用 

胴板の強度計算において、6.1.7 e)に示すように考慮する胴板の高い曲げ応力が発生する所

（辺の中央及びコーナー領域等）に溶接継手がない場合には、次の a)及び b)の方法により各位置

の応力評価を行うことにより、溶接継手効率を一様に適用する場合に比べ、板厚を薄くすること

ができる。 

a) 6.2.1 又は 6.2.2 により非円形胴の強度評価を行う場合、評価を行う箇所に溶接継手がない場

合は、溶接継手効率を考慮しない。 

b) a)に加え、溶接継手のある場所について、附属書 A 表 1 に示す曲げ応力の式により、溶接

継手効率を考慮し、継手の位置（x）に生じる曲げ応力を計算する。 

 

すなわち、上記の b)により、継手のある箇所の応力を計算にて求め、応力評価を行うことによ

り、溶接継手のないところには継手効率を適用せず、応力評価を行うことができる。 

 なお、附属書 A 及び 6.2.1 又は 6.2.2 に従って、評価した発生応力は、全ての位置において、6.

1.2 に規定する材料の許容応力を超えてはならない。 

 

A.3 特別な配慮を要するリガメント効率の適用 

6.1.7 f)に示すように考慮する胴板の高い曲げ応力が発生する所（辺の中央及びコーナー領域

等）に穴がない場合には、次の a)～c)の方法により各位置の応力評価を行うことにより、リガメ

ント効率を一様に適用する場合に比べ、板厚を薄くすることができる。 

a) 附属書 A 表 1 に示す曲げ応力の式により、考慮すべき穴列の位置（x）に生じる曲げ応力を

計算する。 

b) 穴列が複数ある場合、最も高い曲げモーメントが発生する穴列に対して応力評価を行う。

ただし、計算で考慮した位置（x）が他の穴列に比べ、曲げモーメントの最も高い位置である

ことを証明しなければならない。 

c) 附属書 A 表 1 に示される式により曲げ応力を計算する場合は、考慮する胴板の中央から穴

列の評価位置までの距離 x は、附属書 A 図 2 に示されるように、穴列の中央線を挟んで両側

の曲げモーメントの高い側の穴の縁までの距離とし、考慮する穴列のリガメント効率の最小

値（特殊な配列でない限り、穴列の穴の中央線に基づくもの）を適用する。 

 

すなわち、上記の a)～c)により、穴列のある箇所の応力を計算にて求め、発生応力を評価する

ことにより、穴のないところにはリガメント効率を適用せず、応力評価を行うことができる。 

 なお、附属書 A 及び 6.2.1 又は 6.2.2 に従って、評価した発生応力は、全ての位置において、6.
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1.2 に規定する材料の許容応力を超えてはならない。 

 

A.4 曲げ応力の計算 

非円形胴の横断面の形状が、図 2 a)、及び図 2 b)の場合の評価位置における曲げ応力の計算は、

附属書 A 表 1 に示す曲げ応力の式(A.1)～式(A.4)による。 

 

附属書 A 表 1 距離 x(＊)における曲げ応力 

胴横断面の形状 応力評価の位置(＊) 距離 x における曲げ応力 σbx (N/mm2) 

図 2 a) M と B の間 
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図 2 a) N と B の間 
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図 2 b) M と B の間     
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図 2 b) M1と A の間     
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備考：(＊) 応力評価の位置に示す位置 A、B、M、N、M1については附属書 A 図 1 を、

距離 x については次の記号の説明を参照のこと。 

 

ここで、P、η、x、c、I1、I2、I2’、α、K、k1、k2、K1、K2、及び N は、次による。 

P：設計圧力（MPa） 

η： リガメント効率又は溶接効率の小さい方とする。胴板に溶接継手がない場合の溶接継

手効率は 1.0 とする。溶接継手がある場合は 6.1.5 による。リガメント効率は A.2 c)

及び 6.1.6 によるが、距離 x に穴がない場合は 1.0 とする。 

x： 附属書 A 図 1 に示す距離で、胴板の中央点（上板の場合は N、側板の場合は M 又は

M1）から応力評価を行う位置までの距離とする。なお、穴列に対しては A.2 c)及び附

属書 A 図 2 に示す距離とする。（mm） 

c： 部材断面の中立面から表面までの長さ（mm） 

I1、I2、I2’： 各部材の断面二次モーメント（mm） 

α、K、k1、k2、K1、K2、及び N： 次の式(A.5)～式(A.11)による。 

h

H
    --------------------------------------------------------------------- (A.5) 

書面投票用

案



KHKS 0221 (2021) 

- 35 - 
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

3

1

2










t

t
K    ------------------------------------------------------------------  (A.6) 

3
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2
1 












t

t
k

'

  ------------------------------------------------------------------  (A.7) 

3

1

2
2 












t

t
k

'

   ------------------------------------------------------------------  (A.8) 

32 21  kK   ------------------------------------------------------------------  (A.9) 

212 23 kkK   -----------------------------------------------------------------  (A.10) 
2

221 kKKN   ---------------------------------------------------------------  (A.11) 

 

ここで、H、h、t1、t2 及び t’
2 は、附属書 A 図 1 に示す寸法で、次による。 

H ：上板、下板の内スパン（mm） 

h ：側板の内スパン（mm）  

t1 ：上板、下板の板厚（mm）  

t2 ：側板の板厚（mm）  

t’
2 ：側板の板厚（mm）  

 

附属書 A 図 1 応力評価位置 

 

附属書 A 図 2 穴列にリガメント効率を適用する場合の応力評価位置
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附属書 B（規定） 非円形胴の穴補強計算 

 

B.1 適用範囲 

この附属書は、長方形断面を持つ圧力容器の胴に開ける穴の補強に関する設計に適用する

ものとし、6.8 に規定する穴補強の補強材のない場合の簡易計算法について示す。 

 

B.2 穴補強計算 

B.2.1 膜応力に対する補強計算 

膜応力に対する補強計算は、次の a)～c)による。 

a) 各部に発生する膜応力及び膜応力と曲げ応力の合成応力のいずれもそれぞれの許容応力以

下となる最小の厚さを、当該穴を持つ板の最小必要厚さ tr とし、これを求める。 

b) 膜応力に対する必要補強面積は、次の式(B.1)による。 

a

m
rRm DtA



   --------------------------------------------------------------  (B.1) 

ここで、ARm、σm、σa、D 及び trは、次による。 

ARm ：膜応力に対する必要補強面積（mm2） 

σm ：最小必要厚さに対して発生する膜応力（N/mm2） 

σa  ：許容引張応力（N/mm2） 

D ：腐れ後の穴径（mm） 

tr ：最小必要厚さ（mm） 

 

c) 6.1.9 b)1)に規定する補強の有効範囲内に膜応力に対する必要補強面積 ARm をとる。（附

属書 B 図 1 及び附属書 B 図 2 参照） 

 

B.2.2 曲げ応力に対する補強計算 

曲げ応力に対する補強計算は、次の a)～f)による。（附属書 B 図 2 参照） 

a) 曲げ応力に対する開口部の補強に必要な板の剛性を、B.2.1 a)で求めた最小必要厚さと穴

径とからなる部材の板厚方向に垂直な中立軸に対する断面二次モーメントとして、次の

式(B.2)により求める。 

12

3
r

R

Dt
I     -----------------------------------------------------------------  (B.2) 

  

ここで、IR、D 及び trは、次による。 

IR ：断面二次モーメント（mm4） 

D ：腐れ後の穴径（mm） 

tr ：最小必要厚さ（mm） 
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b) 穴の補強として有効に働く範囲は、次の 1)及び 2)による。 

1) 胴板側の場合、穴の両側（周囲）に穴の縁より、D/2 以内とする。 

2) ノズル側の場合、胴板外面より 2.5t又は 2.5tn+teのどちらか小さい方の値以内とする。 

 

ここで、t、tn 及び te は、次による。 

t  ：穴を持つ胴板の厚さ（mm） 

tn ：ノズル管壁の厚さ（mm） 

te ：補強板を取り付ける場合の補強板の厚さ（mm） 

 

c) 附属書 B 図 1 b)に示す補強の有効範囲内にある斜線部の部材（当該穴を持つ胴板及び

ノズルネック）の図心を通る中立軸の位置を、次の式(B.3)により求める。 

  















np

nnpp

AA

XAXA
X    -------------------------------------------------  (B.3) 

ここで、X、Ap、An、Xp 及び Xn は、次による。 

X ：胴板内面から補強に有効な範囲内にある部材（胴板及びノズル材）の中立軸

までの距離（mm） 

Ap：有効範囲内にある胴板の断面積（mm2） 

An：有効範囲内にあるノズル壁の断面積（mm2） 

Xp：胴板内面からの Ap 図心までの距離（mm） 

Xn：胴板内面からの An 図心までの距離（mm） 

 

d) c)の補強に有効な範囲内にある斜線部の部材のうち、次の 1)及び 2)の補強に有効な部

分の断面二次モーメントを求める。 

1) 当該穴を持つ板の最小必要厚さ(tr)及び膜応力に対応する補強厚さ（B.2.1 参照）を差し

引いた余肉部分 

2) ノズルネックの必要厚さ(tnr)を除いた余肉部分 

 

上記の余肉部分の他に、補強板又は補強リブを有効範囲に取り付ける場合はその部分

も有効補強面積に含める。ただし、膜応力に対する補強面積をノズルネック、補強板又

は補強リブに求める場合は、それを差し引いた部分とする。 

余肉部分の断面二次モーメントは、まず余肉部分それぞれの図心を通る胴板に平行な

中立軸に対して求める。 

 

e) d)で求めたそれぞれの余肉部分の断面二次モーメントから、c)で求めた図心を通る胴

板に平行な中立軸に対する補強に有効な部分としての断面二次モーメントを、次の式(B.

4)により求める。附属書 B 図 2 に示すように、必要最小板厚 tr及び膜応力に対応する補強
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厚さを内側に取り、d)の補強に有効な部分は外側に取る。 

22
opApAponAnAnA XAIXAII    ---------------------------------  (B.4) 

ここで、IA、IAn、IAp、AAn、AAp、Xon 及び Xop は、次による。 

IA ：有効断面二次モーメント（mm4） 

IAn：ノズル余肉部の有効断面二次モーメント（mm4） 

IAp：胴板の余肉部の有効断面二次モーメント（mm4） 

AAn：ノズル余肉部の有効断面積（mm2） 

AAp：胴板の余肉部の有効断面積（mm2） 

Xon ：胴板内面から距離 X を通る胴板に平行な軸からノズル余肉部の図心を通る

線までの距離（mm） 

Xop ：胴板内面から距離 X を通る胴板に平行な軸から胴板余肉部の図心を通る線

までの距離（mm） 

 

f) e)の有効範囲内の補強に有効な部分の断面二次モーメントの合計が、a)の必要断面二次

モーメント以上となるように補強部を取る。 

 

                 a)                                      b) 

附属書 B 図 1 補強を考慮する断面及び補強の有効範囲 

 
附属書 B 図 2 簡易補強計算 
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附属書 C（参考）非円形胴の強度評価等の計算例 

 

C.1 適用範囲 

この附属書では、非円形胴の強度評価、リガメント効率の適用に関する特別な配慮、非

円形胴の穴補強について、次の①～⑤に示す適用例の計算例を示す。 

① 適用例 1（ステーなし長方形①） 

② 適用例 2（ステーあり長方形⑤） 

③ 適用例 3（フランジ付き角形胴） 

④ 適用例 4（リガメント効率の適用に関する特別な配慮） 

⑤ 適用例 5（非円形胴の穴補強） 

 

C.2 適用例 1（ステーなし長方形） 

C.2.1 一般 

附属書 C 図 1 に示す最もシンプルな形状（5.1 a)のステーなし長方形①）の非円形胴の強度

評価の計算例を示す。 

 

C.2.2 設計条件 

設備の種類：第 1 種特定設備 

設計圧力：   2.00 MPa 

設計温度：   175 ℃ 

運転圧力：   1.5 MPa 

運転温度：   150 ℃ 

胴板材質：   SB410 

腐れ代  ：   3.0 mm 

放射線透過試験： 長手隅：20 % 

 

C.2.3 各部の寸法（腐食した状態における寸法） 

H（上板、下板の内スパン）= 156.0 mm 

h（側板の内スパン）= 166.0 mm 

t1（上板、下板の板厚）= 19.0 mm 

t2（側板の板厚）= 25.0 mm 

d0（段付き穴の径）= 45.0 mm 

d1（段付き穴の径）= 36.0 mm 

d2（ねじ穴のねじの有効径）= 33.551 mm 

T0（直径 d0の穴の長さ）= 2.0 mm 

T1（直径 d1の穴の長さ）= 5.0 mm 

 

附属書 C 図 1 

 

附属書 C 図 2 
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T2（直径 d2の穴の長さ）= 18.0 mm 

p（穴列の穴の長手方向ピッチ）= 70.0 mm 

b0（= p – d0）= 25.0 mm 

b1（= p – d1）= 34.0 mm 

b2（= p – d2）= 36.449 mm 

 

C.2.4 許容応力 

胴板 材質 
許容引張応力 

σa  N/mm2 
許容応力 N/mm2 

σma (膜応力に対して) σTa (合成応力に対して) 

上板、下板 SB410 103.0 103.0 154.5 

側板 SB410 103.0 103.0 154.5 

 

C.2.5 効率 

a) 溶接継手効率 

胴板 溶接継手効率  

上板、下板 0.95 （第 1 種特定設備 放射線透過試験 20%） 

側板 1.00 （溶接継手なし） 

 

b) リガメント効率 

胴板 
リガメント効率 

em (膜応力に対して) eb (曲げ応力に対して) 

上板、下板 1.00 1.00 

側板 0.501 0.461 

 

上板、下板には穴がないので 1、側板の管板とプラグ板の板厚は同じであり、管穴より

プラグ穴の方が大きいので応力評価にはプラグ穴のリガメント効率を適用する。 

段付き穴のリガメント効率は膜応力及び曲げ応力のそれぞれに対して求めることとし、

次の 1)～3)による。 

1) 膜応力に対するリガメント効率 

  9634
1

221100
2

.TdTdTd
t

DE     mm 

5010.
p

Dp
e E

m 


  

2) 曲げ応力に対するリガメント効率 

  1
221100

2
222

1
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0
00 222










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
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





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
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3) 応力評価に適用する効率 

1)及び 2)の結果をもとに応力評価に適用する効率は、下記となる。 

胴板 
効率 η 

 (膜応力に対して)  (曲げ応力に対して) 

上板、下板 0.95 0.95 

側板 0.501 0.461 

 

C.2.6 応力計算 

a) 部材（上板、下板）A～B 間の応力 

1) 膜応力 (σm) 

29
9500192

0166002

2 1

.
..

..

t

Ph
m 






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2) 曲げ応力 (σb) 

940
0166

0156
.

.

.

h

H
  

142
019

025
940

33

1

2 .
.

.
.

t

t
K 















  

   












1

32

2

2

3
1

2

K

K

t

cPh
Nb




     ------------------------------  中央 N 点 

 
532

1142

94031422

9500192

590166002 2

3

2

.
.

..

..

...















    N/mm2 

  











1

12

3
1

2

K

K

t

cPh
Bb




     --------------------------------  隅角部 A、B 点 

074
1142

1142940

950019

590166002 2

3

2

.
.

..

..

...















    N/mm2 

3) 合成応力 (σT) 

   NbmNT       ---------------------------------------------  中央 N 点 

74153229 ...     N/mm2 

   BbmBT       ----------------------------------------  隅角部 A、B 点 

28307429 ...     N/mm2 
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b) 部材（側板）B～C 間の応力 

1) 膜応力 (σm) 
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50100252

0156002

2 2

.
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2) 曲げ応力 (σb) 
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3) 合成応力 (σT) 

   MbmMT       ---------------------------------------------  中央 M 点 

769257512 ...     N/mm2 

   BbmBT       -----------------------------------------  隅角部 B、C 点 

3103890512 ...     N/mm2 

 

C.2.7 応力評価 

下の表に示すように全ての評価点の発生応力は許容値より低く、角形胴の強度は問題ないと

評価できる。 

上板、下板に発生する応力 応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

膜応力 - (σm) 9.2 103.0 OK 

曲げ応力 
N 点 (σb)N 32.5 - - 

A/B 点 (σb)B 74.0 - - 

合成応力 
N 点 (σT)N 41.7 154.5 OK 

A/B 点 (σT)B 83.2 154.5 OK 

側板に発生する応力 応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

膜応力 - (σm) 12.5 103.0 OK 

曲げ応力 
M 点 (σb)M 57.2 - - 

B/C 点 (σb)B 90.8 - - 

合成応力 
M 点 (σT)M 69.7 154.5 OK 

B/C 点 (σT)B 103.3 154.5 OK 
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C.3 適用例 2（ステーあり長方形） 

C.3.1 一般 

附属書 C 図 3 に示す 2 枚の仕切り板をステーとして用い、胴空間を 3 つに分割するが等間隔

にならない場合の形状（5.1 g)のステーあり長方形⑤）の非円形胴の強度評価の計算例を示す。 

 

C.3.2 設計条件 

設備の種類：第 1 種特定設備 

設計圧力：   1.80 MPa 

設計温度：   180 ℃ 

運転圧力：   1.00 MPa 

運転温度：   150 ℃ 

胴板材質：   SB410 

腐れ代  ：   3.0 mm 

放射線透過試験： 長手隅：20 % 

 

C.3.3 各部の寸法（腐食した状態における寸法） 

H（上板、下板の内スパン）= 161.0 mm 

h1（側板の内スパン）= 144.0 mm 

h2（側板の内スパン）= 192.0 mm 

h3（側板の内スパン）= 76.0 mm 

t1（上板、下板の板厚）= 17.0 mm 

t2（側板の板厚）= 29.0 mm 

t3（仕切り板の板厚）= 12.0 mm 

側板に開くプラグ孔のサイズは、適用例 1 と

同じサイズとする。（附属書 C 図 2 参照） 

d0（段付き穴の径）= 45.0 mm 

d1（段付き穴の径）= 36.0 mm 

d2（ねじ穴のねじの有効径）= 33.551 mm 

T0（直径 d0の穴の長さ）= 2.0 mm 

T1（直径 d1の穴の長さ）= 5.0 mm 

T2（直径 d2の穴の長さ）= 22.0 mm 

p（穴列の穴の長手方向ピッチ）= 70.0 mm 

b0（= p – d0）= 25.0 mm 

b1（= p – d1）= 34.0 mm 

b2（= p – d2）= 36.449 mm 
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附属書 C 図 3 及び附属書 C 図 4 に示す断面で仕切

り板（板ステー）によって空間が不等分に分割され

る角形胴の場合は、6.2.7 を適用し、附属書 C 図 5

に示すように、分割空間の最大スパンで 3 等分され

た胴とみなして、6.2.4（図 2 d））の式を用いて強度

評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

C.3.4 許容応力 

胴板 材質 
許容引張応力 

σa  N/mm2 
許容応力 N/mm2 

σma (膜応力に対して) σTa (合成応力に対して) 

上板、下板 SB410 103.0 103.0 154.5 

側板 SB410 103.0 103.0 154.5 

仕切板 SB410 103.0 103.0 154.5 

 

C.3.5 効率 

a) 溶接継手効率 

胴板 溶接継手効率  

上板、下板 0.95 （第 1 種特定設備 放射線透過試験 20%） 

側板 1.00 （溶接継手なし） 

仕切板 0.60 （片側溶接） 

 

b) リガメント効率 

胴板 
リガメント効率 

em (膜応力に対して) eb (曲げ応力に対して) 

上板、下板 1.00 1.00 

側板 0.503 0.468 

仕切板 1.00 1.00 

 

上板、下板には穴がないので 1 とする。仕切板については、流路制限のための仕切板に

板ステーとしての役割を併せ持たせている。従って穴はないので 1 とする。 

側板の管板とプラグ板の板厚は同じであり、管穴よりプラグ穴の方が大きいので応力評

 

附属書 C 図 5 
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価にはプラグ穴のリガメント効率を適用する。 

段付き穴のリガメント効率は膜応力及び曲げ応力のそれぞれに対して求めることとし、

次の 1)～3)による。 

 

1) 膜応力に対するリガメント効率 
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3) 応力評価に適用する効率 

1)及び 2)の結果をもとに応力評価に適用する効率は、下記となる。 

胴板 
効率 η 

 (膜応力に対して)  (曲げ応力に対して) 

上板、下板 0.95 0.95 

側板 0.503 0.468 

仕切板 0.60 0.60 

 

C.3.6 応力計算 

a) 部材（上板、下板）A～B 間の応力 

1) 膜応力 (σm) 
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2) 曲げ応力 (σb) 
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3) 合成応力 (σT) 
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b) 部材（側板）B～C 間の応力 

1) 膜応力 (σm) 
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3) 合成応力 (σT) 

    11 MbmMT       -------------------------------------  仕切り板 M1、M2点 

210139199 ...     N/mm2 

   BbmBT       -------------------------------------------  隅角部 B、C 点 
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27436499 ...     N/mm2 

 

c) 仕切り板に作用する応力 

1) 膜応力 (σm) 
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2) 曲げ応力 (σb) 

0b  

 

C.3.7 応力評価 

下の表に示すように全ての評価点の発生応力は許容値より低く、角形胴の強度は問題ないと

評価できる。 

 

上板、下板に発生する応力 応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

膜応力 - (σm) 10.1 103.0 OK 

曲げ応力 
N 点 (σb)N 38.0 - - 

A/B 点 (σb)A 89.5 - - 

合成応力 
N 点 (σT)N 48.1 154.5 OK 

A/B 点 (σT)A 99.6 154.5 OK 

 

側板に発生する応力 応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

膜応力 - (σm) 9.9 103.0 OK 

曲げ応力 
M1/M2点 (σb)M1 91.3 - - 

B/C 点 (σb)B 64.3 - - 

合成応力 
M1/M2点 (σT)M1 101.2 154.5 OK 

B/C 点 (σT)B 74.2 154.5 OK 

 

仕切板に発生する応力 応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

膜応力 - (σm) 49.2 103.0 OK 
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C.4 適用例 3（フランジ付角形胴） 

C.4.1 一般 

附属書C図 6に示す長方形断面の片側がボルト締めフランジ付ふた板構造となっている場合

の形状（5.4 a)のフランジ付き角形胴）の非円形胴の強度評価の計算例を示す。 

 

C.4.2 設計条件 

設備の種類：第 1 種特定設備 

設計圧力：   0.50 MPa 

設計温度：   160 ℃ 

運転圧力：   0.35 MPa 

運転温度：   130 ℃ 

胴板材質：   SB410 

腐れ代  ：   3.0 mm 

放射線透過試験： 長手隅：20 % 

 

C.4.3 各部の寸法（腐食した状態における寸法） 

H（上板、下板の内スパン）= 273.0 mm 

h（側板の内スパン）=306.0 mm 

t1（上板、下板の板厚）= 22.0 mm 

t2（側板の板厚）= 25.0 mm 

tF（フランジの板厚）= 28.0 mm 

d0（段付き穴の径）= 25.7 mm 

d1（段付き穴の径）= 26.5 mm 

d2（段付き穴の径）= 25.7 mm 

d3（段付き穴の径）= 26.5 mm 

d4（段付き穴の径）= 25.7 mm 

T0（直径 d0の穴の長さ）= 10.0 mm 

T1（直径 d1の穴の長さ）= 3.0 mm 

T2（直径 d2の穴の長さ）= 6.0 mm 

T3（直径 d3の穴の長さ）= 3.0 mm 

T4（直径 d4の穴の長さ）= 3.0 mm 

p（穴列の穴の長手方向ピッチ）= 63.5 mm 

 

 

 

 

附属書 C 図 6 

 

附属書 C 図 7 
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C.4.4 効率 

a) 溶接継手効率 

附属書 C 図 7 の溶接線の位置から、それぞれの胴板の溶接継手効率は、下記となる。 

 

胴板 溶接継手効率  

上板、下板 1.00 （溶接継手なし） 

側板 0.95 （第 1 種特定設備 放射線透過試験 20%） 

 

b) リガメント効率 

胴板 
リガメント効率 

em (膜応力に対して) eb (曲げ応力に対して) 

上板、下板 1.00 1.00 

側板 0.592 0.592 

 

上板、下板には穴がないので 1 とする。又、側板には管板として使用しているので、管

穴のリガメント効率を適用する。 

段付き穴のリガメント効率は、適用例 1 及び適用例 2 と同様に、膜応力及び曲げ応力の

それぞれに対して求めることとし、次の 1)～3)による。 

 

1) 膜応力に対するリガメント効率 

8925.DE     mm 

5920.em   

2) 曲げ応力に対するリガメント効率 
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5920
6
2
2

.
cpt

I
eb   

3) 応力評価に適用する効率 

1)及び 2)の結果をもとに応力評価に適用する効率は、下記となる。 

胴板 
効率 η 

 (膜応力に対して)  (曲げ応力に対して) 

上板、下板 1.00 1.00 

側板 0.592 0.592 

 

なお、この適用例でのフランジと胴板の溶接は C 継手を採用する。したがって、C.4.

7.3 のフランジの発生応力の計算に使用する継手効率は、1 とする。 
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C.4.5 胴板の応力計算 

C.4.5.1 一般 

胴板の応力計算は、6.5.1 に従って、使用状態及びガスケット締付時の両方について行う。 

 

C.4.5.2 使用状態 

a) 部材 A～B 間の応力 

1) 膜応力（σm） 
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2) 曲げ応力（σb） 
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ここで、MA、MBj、RCj、Q1 及び Q2は、次による。 

MA ： 使用状態で A 点において作用する単位長さ当たりの曲げモーメント。 

C.4.7 a)の Moの値を使用。 

MBj ： 隅角部 B 点にかかる単位長さ当たりの曲げモーメント。 
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RCj ： フランジ取付部 A 点にかかる単位長さ当たりの反力。 
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3) 合成応力（σT） 
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b) 部材 B～C 間の応力 

1) 膜応力（σm） 

96
5920025

2101

2

.
..

.

t

Rtj
m 





    N/mm2  

ここで、Rtjは、次による。 

Rtj ： 中央 C 点に作用する単位長さ当たりの反力。 

21013350273500 ....RPHR cjtj     N/mm 

 

2) 曲げ応力（σb） 

  783
59201302

51505212

2

.
.

.

I

cM Bj
Bb 







    N/mm2 ---------- フランジ取付部 B 点 

   N/mm2 ----------------  隅角部 C 点 

ここで、MCj及び I2は、次による。 

MCj ： 中央 C 点に作用する単位長さ当たりの曲げモーメント。

2702
8

0306500
5150

8

22

.
..Ph

MM BjCj 


    Nmm/mm 

I2 ： 単位長さ当たり胴板厚さ t2 部の断面二次モーメント。 

1302
12

025

12

33
2

2 
.t

I    mm4/mm 

 

3) 合成応力（σT） 
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   BbmBT       --------------------------------  フランジ取付部 B 点 

69078396 ...     N/mm2 

   CbmCT       -------------------------------------------  隅角部 C 点 

= 6.9 + 11.4 = 18.3   N/mm2 

 

C.4.5.3 ガスケット締付時 

a) 部材 A～B 間の応力 

1) 膜応力（σm） 

0
2 1





t

Ph
m    N/mm2  

 

2) 曲げ応力（σb） 

   N/mm2 -------------- フランジ取付部 A 点 

  428
1022

229166
22

11

.
.t

M Bj
Bb 







    N/mm2 -------------------------  隅角部 B 点 

 

0CjR なので   BAb  は考慮しない。 

 

ここで、MA、MBj、RCj、Q1 及び Q2は、次による。 

MA ： ガスケット締付時の A 点において作用する単位長さ当たりの曲

げモーメント。C.4.7 b)の Mgの値を使用。 

MBj ： 隅角部 B 点にかかる単位長さ当たりの曲げモーメント。 

 
21

1
2

2
2

1

32
4

1

QQ

QMhQHQP
M

g

Bj 


  

2291
2350330802

30809830






..

.
   Nmm/mm 

RCj ： フランジ取付部 A 点にかかる単位長さ当たりの反力。 

 

 HQQ

QQMhQHQHQ
P

R
g

Cjj
21

21
2

2
2

2
2

1

32

3
2

1
3

2

3

2








 

  

 
  444

02732350330802

2350308098303
.

...

..





    N/mm 

Q1 ： 3080
022

02731212
33

1
1 .

.

.

t

H
Q 


  
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Q2 ： 2350
025

03061212
33

2
2 .

.

.

t

h
Q 


  

 

3) 合成応力（σT） 

   AbmAT      -----------------------------------  フランジ取付部 A 点 

9121.    N/mm2 

   BbmBT      --------------------------------------------------  隅角部 B 点 

428.    N/mm2 

 

b) 部材 A～B 間の応力 

1) 膜応力（σm） 

03
5920025

444

2

.
..

.

t

Rtj
m 





    N/mm2 

ここで、Rtjは、次による。 

Rtj ： 中央 C 点に作用する単位長さ当たりの反力。 

444.RPHR cjtj   

 

2) 曲げ応力（σb） 

  237
59201302

22915212

2

.
.

.

I

cM Bj
Bb 







   N/mm2  -------- フランジ取付部 B 点 

  237
59201302

22915212

2

.
.

.

I

cM Cj
Cb 







   N/mm2  -------------------- 隅角部 C 点 

ここで、MCj及び I2は、次による。 

MCj ： 中央 C 点に作用する単位長さ当たりの曲げモーメント。 

2291
8

2


Ph

MM BjCj
   Nmm/mm 

I2 ： 単位長さ当たり胴板厚さ t2 部の断面二次モーメント。 

1302
12

025

12

33
2

2 
.t

I    mm4/mm 

 

3) 合成応力（σT） 

   BbmBT      -------------------------------------  フランジ取付部 B 点 

24023703 ...     N/mm2 

   CbmCT      ------------------------------------------------  隅角部 C 点 

24023703 ...     N/mm2 
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C.4.6 ボルト締めふた板の応力計算 

ボルト締めふた板の応力計算は、6.7.2 に従って、使用状態及びガスケット締付時の両方につ

いて行う。 

a) ボルト締め角形ふた板に生じる曲げ応力 

G ： ガスケット反力のかかる位置を結ぶ最小スパン ： 320.0 mm 

Wo ： 使用状態での単位長さ当たりのボルト荷重 ： 92.0 N/mm 

Wg ： ガスケット締付時の単位長さ当たりのボルト荷重 ： 218.4 N/mm 

hG ：   2GC  で表されるモーメントアーム ： 45.0 mm 

Z ： 修正係数で
D

G
..Z 4243  、ただし、最大 2.5 ： 2.5 

D ： 最小スパン G に直角に測ったガスケット反力中心の

最大スパン 

： 2000 mm 

C ： ボルト中心を結ぶ最小スパン ： 410.0 mm 

t3 ： ボルト締め角形ふた板の腐れ代を除いた厚さ ： 35.0 mm 

tn ： ガスケット溝部の厚さ。使用板厚から深さ 5mm を差

し引いた値 

： 33.0 mm 

 

1) 使用状態 




2
3

2 630

t

hWZPG. Go
b


  

651
1035

045092603205005230
2

2

.
.

......





    N/mm2 

2) ガスケット締付時 




2
3

2 630

t

hWZPG. Gg
b


  

148
1035

04542186
2

.
.

..





    N/mm2 

 

b) ガスケット溝部に生じる曲げ応力 

1) 使用状態 




2
3

6

t

hW Go
b   

822
1033

0450926
2

.
.

..





    N/mm2 

2) ガスケット締付時 




2
3

6

t

hW Gg
b   
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154
1033

04542186
2

.
.

..





    N/mm2 

 

C.4.7 角形胴フランジの応力計算 

C.4.7.1 ボルト荷重 

a) 計算上必要なボルト荷重 

H   ： フランジに加わる内圧による単位長さ当たりの荷重で 

2GPH   

： 80.0 N/mm 

HP ： 気密を保つためのガスケット接触面の圧縮力で 

bmPH p 2  

： 12.0 N/mm 

b ： ガスケット座の有効幅 ： 6.0 mm 

m ： ガスケット係数 ： 2.00 

y ： ガスケット接触面の最小設計締付圧力 ： 11.0 N/mm2 

 

1) 使用状態での単位長さ当たりの必要ボルト荷重（Wm1） 

Pm HHW 1  

92   N/mm 

 

2) ガスケット締付時の単位長さ当たりの必要ボルト荷重（Wm2） 

byWm 2  

66   N/mm 

 

b) ボルトの所要断面積及び実際のボルトの断面積 

Ab’ ： ボルト一本当たりの有効断面積 ： 140.5 mm2 

Ab ： 単位長さ当たりの実際のボルトの断面積 b
'
b pA  ： 2.01 mm2/mm 

Pb ： ボルトのピッチ ： 70.0 mm 

σbo ： 使用温度におけるボルト材料の許容引張応力 ： 172.0 N/mm2 

σao ： 常温におけるボルト材料の許容引張応力 ： 172.0 N/mm2 
 

1) 使用状態での単位長さ当たりの必要ボルト断面積（Am1） 

bo

m
m

W
A


1

1   

530.   mm2/mm 

 

2) ガスケット締付時の単位長さ当たりの必要ボルト断面積（Am2） 

ao

m
m

W
A


2

2   
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380.   mm2/mm 

3) 単位長さ当たりのボルトの必要断面積（Am） 

 21 mmm A,AMaxA   

530.   mm2/mm 

 

c) フランジの計算に用いるボルト荷重 

1) 使用状態での単位長さ当たりのボルト荷重（Wo） 

1mo WW   

092.   N/mm 

2) ガスケット締付時の単位長さ当たりの必要ボルト荷重（Wg） 

ab
bm

g

AA
W 

2


  

4218.   N/mm 

 

C.4.7.2 フランジに作用するモーメント 

MD ： 内圧によってフランジの内径面に加わる単位長さ当た

りのモーメント DDD hHM   

： 3136 Nmm/mm 

HD ： 内圧によってフランジの内径面に加わる荷重 2/PhH D   ： 76.5 N/mm 

hD ： モーメントアーム 150 t.RhD   ： 41.0 mm 

R ： 適用例 3 図 1 に示す寸法 ： 30.0 mm 

MG ： ガスケット荷重によるモーメントで、フランジのボル

ト荷重とフランジに加わる内圧による荷重との差に

よる単位長さ当たりのモーメント GGG hHM   

： 540 Nmm/mm 

HG ： ガスケット荷重 1HWH oG   ： 12.0 N/mm 

MT ： フランジに加わる内圧による荷重とフランジの最小ス

パン面に加わる荷重との差による単位長さ当たりのモ

ーメント TTT hHM   

： 170 Nmm/mm 

HT ： フランジに加わる内圧による荷重とフランジの最小ス

パン面に加わる荷重との差 DT HHH   

： 3.5 N/mm 

hT ： モーメントアーム  GT htR.h  150  ： 48.5 mm 

 

a) 使用状態でフランジに作用する単位長さ当たりの全モーメント 

TGDo MMMM   

38461705403136   Nmm/mm 

 

b) ガスケット締付時にフランジに作用する単位長さ当たりのモーメント 

ggg hWM   
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98300454218  ..  Nmm/mm 

 

 

C.4.7.3 フランジの発生応力 

pb ： ボルト間隔 ： 70.0 mm 

db ： ボルトのねじ部の谷の径と軸部の径の最小部のい

ずれか小さい方の径 

： 13.376 mm 

tF ： フランジの使用厚さから腐れ代を引いた値 ： 28.0 mm 

m ： ガスケット係数 ： 2.00 

CF ： 荷重修正係数 

50

6
2

.m

t
d

P
C

F
b

b
F




  ただし、 01.CF  とする。 

018630

502

0286
376132

70
..

.

.
.







  

： 1.0 

σbf ： 使用温度におけるフランジ材料の許容引張応力 ： 103.0 N/mm2 

σaf ： 常温におけるフランジ材料の許容引張応力 ： 103.0 N/mm2 

η ： フランジと胴板との溶接継手効率 ： 1 

 

a) 使用状態でフランジに発生する応力（σF） 




2

6

F

oF
F

t

MC
  

529
1028

384616
2

.
.





   N/mm2    (<σbf) 

b) ガスケット締付時にフランジに発生する応力（σF） 




2

6

F

gF
F

t

MC
  

375
1028

983016
2

.
.





   N/mm2    (<σaf) 

 

C.4.8 応力評価 

下の表に示すように全ての評価点の発生応力は許容値より低く、角形胴の強度は問題ないと

評価できる。 
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応力 場所 記号 
使用状態 ガスケット締付時 

判定 
応力 許容値 応力 許容値 

胴板（上板、下板） (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2) (N/mm2)  

膜応力 A～B 点 (σm) 3.5 103.0 0 103.0 OK 

曲げ応力 

A 点 (σb)A 47.7 - 121.9 -  

B 点 (σb)B 63.9 - 28.4 -  

A～B 点 (σb)A-B 63.1 - - -  

合成応力 

A 点 (σT)A 51.2 154.5 121.9 154.5 OK 

B 点 (σT)B 67.4 154.5 28.4 154.5 OK 

A～B 点 (σT)A-B 66.6 154.5 - 154.5 OK 

胴板（側板）      

膜応力 B～C 点 (σm) 6.9 103.0 3.0 103.0 OK 

曲げ応力 
B 点 (σb)B 83.7 - 37.2 -  

C 点 (σb)C 11.4 - 37.2 -  

合成応力 
B 点 (σT)B 90.6 154.5 40.2 154.5 OK 

C 点 (σT)C 18.3 154.5 40.2 154.5 OK 

ボルト締めふた板      

  σb 51.6 103.0 48.1 103.0 OK 

 溝部 E σb 22.8 103.0 54.1 103.0 OK 

フランジ     

  σF 29.5 103.0 75.3 103.0 OK 
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C.5 適用例 4（溶接継手効率及びリガメント効率の適用に関する特別な配慮） 

C.5.1 一般 

附属書 A に基づき、附属書 C 図 8 に示す適用例 1 の角形胴と同一寸法の角形胴（穴径、ピ

ッチ等も同一とする）の穴列を有する側板に対し、リガメント効率を一様に考慮する場合と穴

列部に対してのみリガメント効率を考える場合を比較した計算例を示す。 

 

C.5.2 設計条件 

設備の種類：第 1 種特定設備 

設計圧力：   2.80 MPa 

設計温度：   175 ℃ 

運転圧力：   1.50 MPa 

運転温度：   150 ℃ 

胴板材質：   SB410 

腐れ代  ：   3.0 mm 

放射線透過試験： 長手隅：20 % 

 

C.5.3 各部の寸法（腐食した状態における寸法） 

H（上板、下板の内スパン）= 156.0 mm 

h（側板の内スパン）= 166.0 mm 

t1（上板、下板の板厚）= 19.0 mm 

t2（側板の板厚）= 25.0 mm 

d2（ねじ穴のねじの有効径）= 33.551 mm 

T0（直径 d0の穴の長さ）= 2.0 mm 

T1（直径 d1の穴の長さ）= 5.0 mm 

T2（直径 d2の穴の長さ）= 18.0 mm 

p（穴列の穴の長手方向ピッチ）= 70.0 mm 

a（ねじ穴の縁までの距離 附属書 C 図 9 参照） 

=18.2 mm 

b（ねじ穴の縁までの距離 附属書 C 図 9 参照）=51.8 mm 

 

C.5.4 効率 

胴板の溶接継手位置及び側板の孔及び孔列の寸法は、適用例 1 に同じなので、溶接継手効率

及びリガメント効率は、下記となる。 

部位 溶接継手効率 
リガメント効率 

em (膜応力に対して) eb (曲げ応力に対して) 

上板、下板 0.95 1.00 1.00 

側板 1.00 0.501 0.461 

 

 

附属書 C 図 8 

 
附属書 C 図 9 
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C.5.5 リガメント効率を一様に適用する場合 

リガメント効率を側板の全体にわたり適用した場合の各部の応力の計算結果を下記に示す。 

 

応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

上板、下板    

膜応力 - (σm) 12.9 103.0 OK 

曲げ応力 
N 点 (σb)N 45.5 - - 

A/B 点 (σb)B 103.5 - - 

合成応力 
N 点 (σT)N 58.4 154.5 OK 

A/B 点 (σT)B 116.4 154.5 OK 

側板    

膜応力 - (σm) 17.5 103.0 OK 

曲げ応力 
M 点 (σb)M 80.0 - - 

B/C 点 (σb)B 127.1 - - 

合成応力 
M 点 (σT)M 97.5 154.5 OK 

B/C 点 (σT)B 144.6 154.5 OK 

 

C.5.6 穴列部に対してのみリガメント効率を適用する場合 

C.5.6.1 C.5.5 と同じ寸法を持つ角形胴に穴列部に対してのみリガメント効率を適用した場合 

C.5.5 と同じ寸法を持つ角形胴について、穴列部に対してのみリガメント効率を適用した場

合の応力評価は、次の a)及び b)による。 

 

a) 角形胴の各部の応力評価 

C.5.5 と同じ応力評価を行う各点には穴列が存在しないので、リガメント効率を 1 とし

て（ただし、上板、下板には溶接継手効率を考慮）、C.5.5 と同じ位置における発生応力を

計算する。設計条件及び角形胴の寸法を同一としているので、当然、通常の側板の評価点

における発生応力は低くなる。 

応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

上板、下板    

膜応力 - (σm) 12.9 103.0 OK 

曲げ応力 
N 点 (σb)N 45.5 - - 

A/B 点 (σb)B 103.5 - - 

合成応力 
N 点 (σT)N 58.4 154.5 OK 

A/B 点 (σT)B 116.4 154.5 OK 

 

応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 
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側板    

膜応力 M/B/C 点 (σm) 8.8 103.0 OK 

曲げ応力 
M 点 (σb)M 35.8 - - 

B/C 点 (σb)B 56.8 - - 

合成応力 
M 点 (σT)M 44.5 154.5 OK 

B/C 点 (σT)B 65.5 154.5 OK 

 

b) 穴列部に対する応力評価 

a)の評価位置に加え、附属書 A に従って、穴列の部分に対する応力評価を行う。 

附属書 A 表 1 に示される横断面の形状が図 2 a)の M と B の間の距離 x における曲げ応

力の式を使い、附属書 C 図 9 の距離 a（=18.2 mm）及び距離 b（=51.8 mm）における発

生応力を求める。 

 

1) 距離 a における応力 (σb)a 
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270.   N/mm2 

ここで、I2、α及び K は、次による。 

I2 ： 
部材の断面二次モーメント 

123
2t  

： 1302 mm4 

α ： 
h

H
  ： 0.94 

K ： 
3

1

2




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


t

t
  ： 2.141 

2) 距離 b における応力 (σb)b 

 



































 2

2
2

2

6
1

1
51

12
b

K

K
.h

I

Pc
bb




  









































 2
2

2 8516
14121

14129401
510166

4610130212

91212802
.

.

..
..

.

..
 

70.   N/mm2 

書面投票用

案



KHKS 0221 (2021) 

- 62 - 
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

 

応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

側板    

膜応力 距離 a～b (σm) 17.5 103.0 OK 

曲げ応力 
距離 a (σb)a 70.2 - - 

距離 b (σb)b 0.7 - - 

合成応力 
距離 a (σT)a 87.7 154.5 OK 

距離 b (σT)b 18.2 154.5 OK 

 

C.5.6.2 側板の板厚を薄くした場合 

C.5.6.1 では C.5.5 との比較を行うために、同一形状の角形胴に対し、応力評価を行った。こ

の結果より、穴列のある部分に発生する応力もこの部分に作用するモーメントが小さいために

許容値に対し十分低いことがわかる。 

許容値に対し余裕があるので、板厚を現在の板厚より薄くできる。 

伝熱管（外径 31.8mm）を管板に拡管によって取付ける場合の最小厚さは、例示基準 23 条第

2 号の表により 22 mm であるので、現在の 25 mm（腐れ後）の側板の厚さ t2を 22 mm として、

穴列部に対してのみリガメント効率を適用する場合の応力評価を行った結果を下記に示す。 

 

応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

上板、下板    

膜応力 - (σm) 12.9 103.0 OK 

曲げ応力 
N 点 (σb)N 44.3 - - 

A/B 点 (σb)B 104.7 - - 

合成応力 
N 点 (σT)N 57.2 154.5 OK 

A/B 点 (σT)B 117.6 154.5 OK 

 

応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

側板    

膜応力 M/B/C 点 (σm) 9.9 103.0 OK 

曲げ応力 
M 点 (σb)M 45.4 - - 

B/C 点 (σb)B 74.2 - - 

合成応力 
M 点 (σT)M 55.3 154.5 OK 

B/C 点 (σT)B 84.1 154.5 OK 
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応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

側板    

膜応力 距離 a～b (σm) 20.0 103.0 OK 

曲げ応力 
距離 a (σb)a 90.1 - - 

距離 b (σb)b 2.8 - - 

合成応力 
距離 a (σT)a 110.1 154.5 OK 

距離 b (σT)b 22.8 154.5 OK 
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C.6 適用例 5（非円形胴の穴補強） 

C.6.1 一般 

適用例 1 に示す角形胴の上板に 6B サイズのノズルが取付く場合について、附属書 B による

非円形胴の穴補強の計算例を示す。なお、ノズルが取付く胴の設計条件及び各部の寸法は、適

用例 1 と同じとする。 

 

C.6.2 設計条件 

設備の種類：  第 1 種特定設備 

設計圧力：   2.00 MPa 

設計温度：   175 ℃ 

運転圧力：   1.50 MPa 

運転温度：   150 ℃ 

胴板材質：   SB410 

ノズル材質：  STPT410-S 

腐れ代  ：   3.0 mm 

放射線透過試験：  長手隅：20 % 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

C.6.3 各部の寸法（腐食した状態における寸法） 

H（上板、下板の内スパン）= 156.0 mm 

h（側板の内スパン）= 166.0 mm 

t1（上板、下板の使用板厚）= 19.0 mm 

t2（側板の板厚）= 25.0 mm 

 

附属書 C 図 10 

 

附属書 C 図 11 
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tn（ノズルネックの厚さ）= 8.0 mm 

D（ノズル穴の径）= 149.2 mm 

tnr（ノズル必要板厚）= 1.5 mm 

外径が 160 mm を超えるので、 例示基準第 6 条単肉円筒胴の式を適用する。 

51
0022101032

2149002

212
.

...

..
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t

a
nr 
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  mm 

 

C.6.4 許容応力 

部位 材質 
許容引張応力 

σa  N/mm2 
許容応力 N/mm2 

σma (膜応力に対して) σTa (曲げ応力に対して) 

胴板 SB410 103.0 103.0 154.5 

ノズル STPT410-S 103.0 103.0 － 

 

C.6.5 効率 

胴板の溶接継手位置及び側板の孔及び孔列の寸法は、適用例 1 に同じなので、溶接継手効率

及びリガメント効率は下記となる。 

部位 溶接継手効率 
リガメント効率 

em (膜応力に対して) eb (曲げ応力に対して) 

上板、下板 0.95 1.00 1.00 

側板 1.00 0.501 0.461 

ノズルネック 1.00 1.00 1.00 

 

C.6.6 穴補強計算 

a) 穴を設ける胴板の最小必要板厚 tr 

各部に発生する膜応力及び膜応力と曲げ応力の合成応力のいずれもそれぞれの許容応

力以下となる最小の厚さとして求める。（ここでは試行錯誤の結果だけを述べる。） 

t1=13.6 mm の時の各部の応力を C.2.6 と同様の計算によって求め、その結果を下記に示

す。この計算結果から、板厚 t1が 13.6 mm の時に、上板、下板の隅角部に発生する合成応

力がその許容値をわずかに下回るので、この板厚を最小必要板厚 trとする。 

 

応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

上板、下板    

膜応力 - (σm) 12.8 103.0 OK 

曲げ応力 
N 点 (σb)N 66.6 - - 

A/B 点 (σb)B 141.2 - - 

合成応力 
N 点 (σT)N 79.4 154.5 OK 

A/B 点 (σT)B 154.0 154.5 OK 
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応力 場所 記号 発生応力(N/mm2) 許容値(N/mm2) 判定 

側板    

膜応力 - (σm) 12.5 103.0 OK 

曲げ応力 
M 点 (σb)M 59.1 - - 

B/C 点 (σb)B 88.8 - - 

合成応力 
M 点 (σT)M 71.6 154.5 OK 

B/C 点 (σT)B 101.3 154.5 OK 

 

b) 膜応力に対する補強計算 

膜応力に対する必要補強面積 ARmを求める。 

a

m
rRm DtA



  

2252
0103

812
6132149 .

.

.
..    mm2 

この膜応力に対する必要補強面積を補強の有効範囲内にとる。 

厚さ換算では、 7121492252 ...DARm  mm となる。 

 

c) 曲げ応力に対する補強計算 

1) 曲げ応力に対する開口部の補強に必要な板の剛性 

12

3
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R

Dt
I   

31276
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



..

  mm4 

2) 穴補強の有効範囲 

胴板側 ：穴の縁から 74.6 mm 

ノズル側：胴板外表面より 20 mm（2.5 t1又は 2.5 tnのどちらか小さい方） 

3) 補強に有効な範囲内の部材の中立軸までの胴板内面から距離 X 

胴板内面から附属書 C 図 10 に示す斜線部の図心を通る胴板に平行な軸までの距離を

求める。 
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ここで、Ap、An、Xp及び Xnは、次による。 
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Ap ： 有効範囲内にある胴板の断面積 1Dt  ： 2835 mm2 

An ： 有効範囲内にあるノズル壁の断面積 nntt5  ： 320 mm2 

Xp ： 胴板内面からの Ap図心までの距離 21t  ： 9.5 mm 

Xn ： 胴板内面からの An図心までの距離 2521 nt.t   ： 29.0 mm 

 

4) 補強に有効な余肉部 

胴板の余肉部の厚さ tR：3.7 mm（ 711 .tt r  ） 

ノズルの余肉部の厚さ tnR：6.5 mm（ nrn tt  ） 

5) 有効断面二次モーメント IA 

附属書 C 図 11 に示す斜線部で示す胴板余肉部及びノズル余肉部の 3)で求めた中立面

に対する断面二次モーメントを求める。 

22
opApAponAnAnA XAIXAII   

22 655526305172608667 ..   

=106232  mm4 

 

ここで、IAn、IAp、AAn、AAp、Xon及び Xopは、次による。 

IAn ： ノズル余肉部の有効断面二次モーメント 

  122056212522 33  .t.t nnR  

： 8667 mm4 

IAp ： 胴板の余肉部の有効断面二次モーメント 

1273214912 3..DtR   

： 630 mm4 

AAn ： ノズル余肉部の有効断面積 

  20562522  .t.t nnR  

： 260 mm2 

AAp ： 胴板の余肉部の有効断面積 

732149 ..DtR   

： 552 mm2 

Xon ： 胴板内面から距離 X を通る胴板に平行な軸からノ

ズル余肉部の図心を通る線までの距離 

  220511192521 /.t.Xt n   

： 17.5 mm 

Xop ： 胴板内面から距離 X を通る胴板に平行な軸から胴

板余肉部の図心を通る線までの距離 

735051119501 ...t.Xt R   

： 5.6 mm 

 

 上記の 1)～5)の計算結果より IA>IRとなる。すなわち、補強に有効な胴板の余肉部分及

びノズルの余肉部分の曲げ剛性が穴部の曲げ剛性の不足分を上回り、曲げ応力に対する穴

補強として十分な剛性を有している。 
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